
第2次加須市行政経営プラン　進行管理調書（実施状況報告書）

「市役所力」の向上
基本目標　 １　市民が利用しやすい市役所づくり

施　　策　 （１）窓口サービスの向上

事　　業 　①　気持ちの良い窓口づくり
【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 75 － 80 －

実績 － 77.5 － 80.8 ー

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 12 11 10 9 8

実績 16 16 12 11 10

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 75 － 80 －

実績 － 76.1 ― 78.9 ー

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 100 0

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

・窓口対応等実態調
査を隔年で実施す
る。
・接遇能力向上研修
については、職員へ
の負担や研修全体の
優先度を鑑み、隔年
で実施する。
・新規採用職員研修
（後期）の位置づけ
で、引き続き、加須
市あいさつ運動後期
集中協会期間の取組
で活動する駅での街
頭キャンペーンに参
加する。

人材育成事業

あいさつ運動（駅での街頭キャンペーン）に参加した新規採用職員

【取組内容】
「明るく、元気に、自分か
ら」を合言葉に、職員のあ
いさつを励行します。ま
た、あいさつ運動強化期間
における新規採用職員のあ
いさつ運動への参加を通し
て、職員のあいさつを励行
します。

職員課 【評価の理由】
・新型コロナウイルス感染症対策のため、指標の実績を捉えることができなかっ
たことから本評価とした。
・住民対応の場面で配慮すべき意識と取るべき行動のあり方について学ぶ研修を
隔年で実施し、知識と意識の両面から、粘り強く接遇能力の向上を図った。

2

職員のあいさ
つの励行

【目的】
職員の接遇力の向上や窓口
での待ち時間対策などに取
り組み、市役所を訪れる市
民に気持ち良さを感じてい
ただけるような窓口づくり
を進めます。

・全職員を対象に、接遇
能力向上研修を実施（実
施日：令和2年11月5
日・11日　修了者569
人）
・加須市あいさつ運動後
期集中強化期間の取組と
して活動する駅での街頭
キャンペーンに、新規採
用職員研修（後期）の位
置づけで参加予定であっ
たが、新型コロナウイル
ス感染拡大防止の観点で
中止となった。

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

窓口対応等実態調査における「職員のあいさつ」につ いての満足度の割合

・窓口対応等実態調
査を隔年で実施す
る。
・接遇能力向上研修
については、職員へ
の負担や研修全体の
優先度を鑑み、隔年
で実施する。

人材育成事業

市長への手紙・メールに寄せられた職員に関する苦情件数

【取組内容】
接遇研修や「加須市職員 接
遇の手引き」の活用などに
より、職員の接遇力の向上
を図ります。

職員課 【評価の理由】
・住民対応の場面で配慮すべき意識と取るべき行動のあり方について学ぶ研修を
隔年で実施し、知識と意識の両面から、粘り強く接遇能力の向上を図ったため。

1

職員の接遇力
の向上

【目的】
職員の接遇力の向上や窓口
での待ち時間対策などに取
り組み、市役所を訪れる市
民に気持ち良さを感じてい
ただけるような窓口づくり
を進めます。

・全職員を対象に、
接遇能力向上研修を
実施（令和2年11月
5日・11日　修了者
569人）
・令和元年度に実施
した窓口対応等実態
調査の意見・要望等
について対応状況の
把握
・市長への手紙等に
寄せられた接遇に関
する苦情等に対し、
事実確認を踏まえた
適正な対応。

２
・
概
ね
達
成

窓口対応等実態調査における「職員の対応」についての満足度の割合

資料５
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「市役所力」の向上
基本目標　 １　市民が利用しやすい市役所づくり

施　　策　 （１）窓口サービスの向上

事　　業 　①　気持ちの良い窓口づくり

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 65 － 70 －

実績 － 63.0 ― 66.0 ー

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 100 100

・来庁者向けナビ
ゲーションシートの
継続的な見直し等

窓口サービス
改善事業ほか

窓口受付マニュアルの整備率

【取組内容】
来庁者に手続きや待ち時間
などを快適に過ごしていた
だけるよう、適宜、「窓口
サービス向上検討委員会」
で改善策を検討し、窓口や
待合フロアなどの環境の向
上を図るとともに、わかり
やすい案内やコミュニケー
ション支援ボード等も活用
し来庁者をサポートできる
体制を作ります。

市民課 【評価の理由】
・隔年に実施している窓口対応実態調査の調査年ではないため、前年の結
果を踏まえた評価としているが、来庁者の手続き時間短縮のための事務改
善に努め、待ち時間を有効活用するなど、待合フロアの環境向上を行うと
ともに、窓口マニュアルや来庁者向けナビゲーションシートの継続的な見
直しを行ったことにより、目標を概ね達成することができた。

3

窓口や待合フ
ロアなどの環
境の向上

【目的】
職員の接遇力の向上や窓口
での待ち時間対策などに取
り組み、市役所を訪れる市
民に気持ち良さを感じてい
ただけるような窓口づくり
を進めます。

・行政情報広告放映モニ
ターを活用した情報発信
による待ち時間の有効活
用
・受付番号自動発券機シ
ステムによる窓口一括管
理
・各曜日や時間ごとの窓
口混雑状況や、窓口以外
で行える手続き等の案内
を、市のホームページに
掲載

２
・
概
ね
達
成

窓口対応等実態調査における「待合スペースの過ごしやすさ」についての満足度の割合

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 １　市民が利用しやすい市役所づくり

施　　策　 （１）窓口サービスの向上

事　　業 　②　わかりやすい窓口づくり

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 65 － 70 －

実績 － 62.5 － 66.9 ー

指標(単位) （ 個 ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － － 30 30 30

実績 － － 28 30 33

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000

実績 20,654 20,459 19,832 21,465 14,415

・総合内用のファイ
ルの内容を確認し、
適宜必要な情報に更
新していく。
・総合受付カウン
ターの上及びポス
ター等の情報を最新
のものになるよう各
課へ更新を促す。
・各課名案内看板の
設置、更新作業を行
う。
・来庁者からの要望
等（特記事項）を
「質問項目集計表」
に入力し、定期的に
対応状況を確認す
る。
【職員課】
・研修を兼ねた総合
案内への人員配置を
行う。
・来庁者への積極的
な声掛けを推進す
る。

庁舎維持管理
事業

総合案内で来庁者からの問合せに対応するため使用している案内図等の数

【取組内容】
来庁者に適切な案内を行え
るよう、総合案内に従事す
る職員向けの「案内先一覧
表」を作成し活用します。
また、来庁者には積極的に
声かけをするとともに、わ
かりやすい庁舎の案内表示
になるよう、適宜、改善し
ます。

総合案内で対応した来庁者の人数

総務課、業務
改善課

【評価の理由】
・案内図等は、目標を達成できた。
・しかし、総合案内で対応した来庁者数は、新型コロナウィルス感染症防
止のため、約4か月間総合窓口を休止したことから、本評価とした。

4

庁舎総合案内
の充実

【目的】
市の仕事は様々で、仕事を
担当する窓口も多岐にわた
るため、案内表示の工夫や
適切な声かけなど、市役所
を訪れる市民にわかりやす
い案内に努めます。

・総合案内用ファイ
ルの案内資料を適宜
更新
・課名看板下の業務
内容の表示を適宜更
新
・課の異動に伴い、
課名看板の設置及び
課名の下に、お客様
誘導用の番号看板を
設置
・庁舎案内図を2階と
5階に設置
・組織改正による課
名表示の変更等
【職員課】
・研修を兼ねた総合
案内への人員配置
・来庁者への積極的
な声掛けの推進
・4月17日～8月25
日は新型コロナウイ
ルス感染防止のため
休止
・8月26日、飛沫
ボードを設置した
為、再開

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

窓口対応等実態調査における「案内表示の分かりやすさ」についての満足度の割合

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 １　市民が利用しやすい市役所づくり

施　　策　 （１）窓口サービスの向上

事　　業 　③　手続時間の短縮化

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 100 100

・「加須市申請書記
入例作成要領」に基
づき、申請書記入例
を更新する。
・既存マニュアルの
内容を確認し、随時
更新する。
・マニュアルの適正
化により、ミスのな
い業務推進に努め
る。

窓口サービス
改善事業

【評価の理由】
・各課において窓口業務を点検し、全ての窓口受付マニュアルを整備でき
た（R2年度マニュアル作成数：231件）ことから、目標を達成すること
ができたため。

【取組内容】
担当者が不在などの場合
も、来庁者を待たせずス
ムーズに応対できるよう、
すべての業務に「窓口受付
マニュアル」を整備すると
ともに、適宜、見直しを図
り充実させます。

業務改善課

5

窓口受付マ
ニュアルなど
の整備・活用

【目的】
市役所を訪れる市民の中に
は、仕事の合間に手続きを
される方もたくさんいるた
め、市役所で行う手続き時
間の短縮に取り組みます。

・窓口マニュアルの
追加作成
・既存マニュアルの
改訂
・「手続き案内シー
ト」の見直し及び活
用推進を図った。

１
・
目
標
を
達
成

窓口受付マニュアルの整備率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 １　市民が利用しやすい市役所づくり

施　　策　 （２）市民の利便性の向上

事　　業 　①　市民サービス窓口の拡充

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 13 14 14 15 15

実績 5.7 4.4 4.8 5.6 7.2

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 1 10 12 14 17

実績 1 1.4 2.3 3.6 5.8

【取組内容】
市民の身近な地域でサービ
スが受けられるよう、コン
ビニエンスストアを活用し
た証明書等の発行を推進し
ます。

市民課 【評価の理由】
・目標としていたコンビニ交付の発行割合については、コンビニ交付サー
ビスの周知とマイナンバーカードの取得促進を図っているものの、コンビ
ニ交付の発行枚数が低調であったため、達成することができなかった。

事業の改善点・
今後の取組内容等

6

証明書などの
発行窓口の拡
充

【目的】
仕事などの理由で市役所に
来られない方や一人暮らし
の高齢者、高齢者のみの世
帯の方などが、より身近な
ところで証明書などの交付
を受けられるようにしま
す。

・コンビニ交付証明書交
付センターシステム更改
対応
・コンビニ事業者マルチ
コピー機更改に伴う試験
・広報紙や市のホーム
ページ、窓口封筒、行政
情報広告放映モニターを
活用した周知
・案内チラシを作成し、
全戸配布や窓口、住民が
参加する会議等で配布
・案内チラシの公共施設
設置による周知
・案内ポスターを作成
し、市内コンビニ等に設
置
・キオスク端末操作手順
書をマイナンバーカード
交付時に配布

４
・
大
幅
に
遅
れ
て
い
る

庁舎・総合支所以外の市民サービスセンター等での証明書等の発行割合 ・マイナンバーカー
ドの普及促進を図る
・コンビニ交付利用
促進を行う
・継続的にコンビニ
交付サービスの周知
を行い、利用率の向
上を図るとともに、
マイナンバーカード
の申請方法等を広報
紙や市のホームペー
ジへの掲載や研修
会、イベント会場等
でのチラシ配布によ
り周知し、取得促進
を図る。

住民票等コン
ビニ交付事業

住民票・印鑑証明書等のコンビニ交付の発行割合

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市役所力」の向上
基本目標　 １　市民が利用しやすい市役所づくり

施　　策　 （２）市民の利便性の向上

事　　業 　②　電子自治体の推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 41.0 41.5 42.0 42.5 43.0

実績 41.8 43.0 43.2 47.4 60.6

指標(単位) （ 種 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 8 8 9 9 10

実績 8 8 8 9 10

指標(単位) （  件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 調査 2 2 3 4

実績 調査（一部実施） 2 2 3 4

・独自利用事務の導
入を検討する。
・マイナンバーカー
ドの普及促進を図
る。
・マイナンバー制度
の周知を図る。
・マイナンバーカー
ドを利用した消費活
性化策の周知を図
る。
・マイナンバーカー
ドの健康保険証利用
について周知を図
る。

マイナンバー
活用事業

【評価の理由】
・平成29年3月からコンビニ交付、平成29年11月からマイナポータル
（ぴったりサービス）の運用開始、令和2年3月から図書館利用者カード
化、令和2年9月からマイナポイント制度で活用したことにより、目標と
していたマイナンバーカードを活用した取り組みの事例数については、達
成することができた。

【取組内容】
マイナンバーカードを利用
した、市の独自のサービス
を導入し、市民の利便性の
向上や事務の効率化を図り
ます。

業務改善課

【取組内容】
電子申請・届出や施設・図
書の予約など、行政手続き
のオンラインでの利用を推
進するとともに、新たなオ
ンライン化の導入を検討
し、市民の利便性の向上を
図ります。

業務改善課 【評価の理由】
・図書貸出予約および地方税申告手続（eLTAX）の利用率が増加したこ
とにより、目標としていた行政手続きなどのオンライン利用率の向上を達
成することができたため。
・国の定めるオンライン化を推進すべき手続の見直しが行われた。

8

マイナンバー
カードを利用
したサービス
の拡充

【目的】
市役所の開庁時間に来られ
ない方などが、自宅などで
申請手続きなどを行うこと
ができるように、行政手続
きなどのオンライン化を推
進します。

・マイナンバーカー
ド機能拡充の検討及
び整備
・マイナンバー制度
の広報
・マイキーID設定手
続のサポート
・マイナポイント申
込み手続のサポート
・健康保険証へのマ
イナンバーカードの
活用の検討及び整備

１
・
目
標
を
達
成

マイナンバーカードを利用したサービスの導入

事業の改善点・
今後の取組内容等

7

行政手続きな
どのオンライ
ン化の推進

【目的】
市役所の開庁時間に来られ
ない方などが、自宅などで
申請手続きなどを行うこと
ができるように、行政手続
きなどのオンライン化を推
進します。

・R3年2月及び3月を電子
申請推進月間と定め、広報
紙等において電子申請・届
出サービスの利用を促進
・図書貸出予約、地方税申
告手続（eLTAX）、入札
参加資格審査申請等の手続
きをオンライン化（国が促
進するオンライン利用対象
14手続のうち、10手続を
オンライン化）
・ｵﾝﾗｲﾝ化率の高い手続き
 -図書貸出予約
　手続総件数：87,003
　うちｵﾝﾗｲﾝ件数：
64,200
　ｵﾝﾗｲﾝ化率：74%
 -地方税申告手続(eLTAX)
　手続総件数：25,214
　うちｵﾝﾗｲﾝ件数：
13,788
　ｵﾝﾗｲﾝ化率：55%

１
・
目
標
を
達
成

行政手続きなどのオンライン利用率 ・広報誌やホーム
ページ等を利用して
電子申請・届出サー
ビスの利用促進を図
る。
・オンライン化につ
いては、情報化推進
計画でさらに検討及
び推進をしていく。

電子自治体推
進事業 電子自治体オンライン利用促進指針に基づくオンライン利用

促進対象手続きの整備(全14種)

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市役所力」の向上
基本目標　 １　市民が利用しやすい市役所づくり

施　　策　 （２）市民の利便性の向上

事　　業 　③　サービス時間の拡充等

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （  　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 検討 実施 実施 実施 実施

実績 検討 検討 検討 実施 実施

【取組内容】
公共施設の開館日（時間）
を市民ニーズや利用状況、
社会情勢の変化などを総合
的に勘案し、効率的で効果
的な公共施設の利用を目指
します。

業務改善課

事業の改善点・
今後の取組内容等

9

開館日等の見
直し

【目的】
行政サービスについての
ニーズや利用状況などを把
握し、行政サービスの利用
時間の見直しが必要と認め
られる場合には拡充又は縮
小を図ります。

・令和2年9月から、
マイナンバーカード
の円滑な交付を実施
するため、本庁舎1階
102会議室をマイナ
ンバーカードの交付
専用窓口として増設
したとともに、令和3
年2月から日曜日にお
けるマイナンバー
カードの交付日を月2
日から月3日に窓口を
拡充した。

２
・
概
ね
達
成

開館日（時間）の見直し ・公共施設等総合管
理計画において、今
後の公共施設のあり
方や新たな利用方法
を検討しつつ、必要
に応じて開館日の見
直しを行っていく。

行財政改革推
進事業

【評価の理由】
・マイナンバーカードの普及促進を図るため、本庁舎に専用窓口を増設し
たとともに、日曜日の交付日数を月2日から3日に拡充を行い、開館日等
の拡充を図った。
・上記の開館日等の見直しを行ったことから、評価を「概ね達成」とし
た。

・なお、令和元年度においては、総合支所の休日における窓口サービスに
ついて、土曜日、日曜日、祝日及び年末年始に窓口サービスを実施してい
たが、総合支所の休日における利用状況、マイナンバーカードの普及や働
き方改革における職員への負担軽減などを総合的に勘案し、開庁日を日曜
日のみとする見直しを行った。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

-7-



「市役所力」の向上
基本目標　 １　市民が利用しやすい市役所づくり

施　　策　 （３）わかりやすいサービスの提供

事　　業 　①　サービスに関する情報の提供

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 50 － 55 －

実績 － 48.3 － 52.0 ー

指標(単位) （ 部 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － － 420,000 420,000 420,000

実績 － － 341,661 332,465 299,317

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 13 14 15 16 17

実績 12 12.6 13.3 14.3 15.9

・引き続き、加須市
への転入者へのかぞ
ホッとメール利用に
ついてのチラシを配
布し、登録案内をす
るとともに、ホーム
ページにかぞホッと
メールの案内を掲載
し登録をお願いす
る。
・また、「かぞホっ
とメール」により、
安全安心情報、イベ
ント情報、子育て情
報、就業支援情報及
び学校配信情報など
を、登録者の携帯電
話などに配信してい
く。

かぞホッと
メール配信事
業 【評価の理由】

・令和２年度末の市人口に対する「かぞホっとメール」実登録者の割合
は、15.9%（17,891人/112,570人）であり、実登録者は前年度比
1,683人増であったため。

【取組内容】
「かぞホっとメール」によ
り、安全安心情報、イベン
ト情報、子育て情報、就業
支援情報及び学校配信情報
などを、登録者の携帯電話
などに配信します。

交通防犯課

ガイドブックの発行部数

【取組内容】
各種サービスに関する市民
（利用者）向けのガイド
ブックやパンフレットなど
を整備し、市民（利用者）
への情報提供に活用しま
す。

業務改善課

【評価の理由】
・窓口対応等実態調査R2度実施なし。
・市民への情報提供の充実を図るため、各課においてガイドブック等の見
直し（統合・廃止を含む）を行った結果、ガイドブック等の発行数７５種
（R1年度：７５種　Ｈ３０年度：７５種　Ｈ２９年度：７８種　）と
なったが、市民に対する発行部数が目標に達しなかったため本評価とし
た。

11

メール配信の
充実

【目的】
行政サービスを必要とする
方が、必要なサービスを確
実に利用できるように、市
民への情報提供の充実を図
ります。

・安全安心情報、イ
ベント情報、子育て
情報、就業支援情報
及び学校配信情報等
を、登録された市民
等の携帯電話やパソ
コンに情報の種類別
に担当課からEメール
にて配信
・警察等から依頼さ
れた犯罪、防犯情報
等をメール配信
・職員の緊急招集の
メール配信

２
・
概
ね
達
成

市人口に対する「かぞホっとメール」登録者の割合

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

10

ガイドブック
などの充実

【目的】
行政サービスを必要とする
方が、必要なサービスを確
実に利用できるように、市
民への情報提供の充実を図
ります。

・ガイドブック・パ
ンフレットの発行
（７５種）

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

窓口対応等実態調査における「ガイドブックなどの内容・見
やすさ」についての満足度の割合

・利用者の情報ニー
ズを把握する。
・見やすく、わかり
やすい紙面づくりを
進める。

窓口サービス
改善事業

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

-8-



「市役所力」の向上
基本目標　 １　市民が利用しやすい市役所づくり

施　　策　 （３）わかりやすいサービスの提供

事　　業 　①　サービスに関する情報の提供

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 80 － 80 －

実績 － 78.5 － 80.8 ー

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 85 － 85 －

実績 － 80.4 － 83.0 ー

指標(単位) （ 回 ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 2 2 2 2 2

実績 1 1 1 1 1

【取組内容】
窓口や電話、公用文などに
おいて、無意識のうちに専
門的な行政用語を使用して
いる場合があるため、「役
所ことば改善の手引き」に
基づき、よりわかりやすい
言葉への言い換えを推進し
ます。

業務改善課 手引きを活用した研修回数

【評価の理由】
・R２年度窓口対応等実態調査は実施なし。
・「役所ことば改善の手引き」を活用し、新採用職員研修で意識啓発を
行った。

事業の改善点・
今後の取組内容等

12

“役所こと
ば”の改善

【目的】
行政サービスを必要とする
方が、必要なサービスを確
実に利用できるように、市
民への情報提供の充実を図
ります。

・「役所ことば改善
の手引き」を活用し
た意識啓発

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

窓口対応等実態調査における「身だしなみ・言葉遣い」につ
いての満足度の割合

・窓口対応等実態調
査結果をもとに、引
き続き職員の接遇能
力向上と窓口環境の
改善を図る
・各種研修の機会を
捉え、全職員への啓
発に取り組む

窓口サービス
改善事業 窓口対応等実態調査における「説明の分かりやすさ」につい

ての満足度の割合

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （１）組織の効率化

事　　業 　①　定員の適正化

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 711 705 702 696 696

実績 719 708 703 696 695

【取組内容】
「定員適正化計画」に基づ
き、一般職の職員数を平成
22年4月1日現在の797人
から平成32年4月1日まで
に110人削減することを目
標に、定員の適正化を図り
ます。

業務改善課

事業の改善点・
今後の取組内容等

13

定員適正化計
画の推進

【目的】
常に仕事の進め方の見直し
を行い、「集中」と「分
散」の考え方に立って定員
の適正化を推進します。

・翌年度採用に向け
て必要な専門職等の
調査
・翌年度組織、定員
決定のための調査、
ヒアリングの実施
・その他組織上の課
題等の把握、解消に
向けた調査、取組を
実施

１
・
目
標
を
達
成

次年度4月1日現在の職員数 ・引き続き、各部課へ
の調査・ヒアリングに
より課題の把握に努め
る。
・組織の見直し、事務
の効率化、民間委託等
の推進などにより、簡
素で効率的な組織づく
りを進める。
・将来にわたって行政
サービスを確実に提供
し、新たな行政需要に
的確に対応していくた
め、業務量に応じた必
要な人員を確保すると
ともに、業務の効率化
や既存体制の見直し等
により定員管理を実施
する。

組織定員管理
事務事業

【評価の理由】
・R3.4.1現在の職員数を 695人とし、目標値696人を達成したことから、評価
を「目標を達成」とした。
・H22（797人）からの削減人数累計　計画▲101人　実績▲102人
・また、行政サービスの更なる向上と組織内の一体的な実施に向け、R3年度組織
等の見直しを行った。
・今後の様々な行政課題や市民ニーズの多様化、さらには市の業務の複雑化、高
度化が見込まれる中、これらの環境の変化に対して柔軟かつ的確に対応し、市民
等への安定的な行政サービスを提供するためには、職員の定員管理と組織の維持
を適正に行っていく必要があることから、令和2年4月1日にて定員削減を終了す
ることとした。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

-10-



「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （１）組織の効率化

事　　業 　②　組織・機構の再編

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 実施 実施 実施 実施 実施

実績 実施 実施 実施 実施 実施

【評価の理由】
・職員の定員管理を図りつつ、今後、更なる少子化・長寿化の進展が見込まれる
なかで、市民ニーズを的確に捉えつつ、安定的かつ一体的な行政サービスの提供
が行える体制とするため、令和3年度組織等の見直しを行った。
 ①「いきいき健康長寿課」を新設
 ②「高齢者福祉課」を廃止し、「高齢介護課」を新設
 ③ 母子保健・感染症予防(小児)事業を子育て支援課すくすく子育て相談室に編入
 ④ 「医療体制推進課」を廃止し、「健康医療推進課」を新設
 ⑤ 「保育幼稚園課」を廃止し、「こども保育課」を新設
 ⑥ 「健康づくり推進課」を廃止
 ⑦ 「まちづくり課まちづくり計画担当」を廃止し、「まちづくり課土地利用
     推進担当」を新設
 ⑧騎西、北川辺及び大利根地域の各保健センターを加須市健康福祉センター
     として整備
・課に設置する担当の見直し（統合・廃止）対象課：3課
・上記のような見直しを実施したことにより、目標としていた組織・機構の見直
しの推進を達成することができた。

【取組内容】
限られた財源と人員を効果
的に活用し、市民のニーズ
と社会情勢に合った行政
サービスが提供できるよ
う、総合支所の在り方を含
め、適宜、組織・機構の見
直しを行います。

業務改善課

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

14

組織・機構の
再編

【目的】
行政サービスの提供に当
たってどのような組織がよ
いのか、市民の立場と経営
の視点の両面から検討し、
組織・機構の見直しを行い
ます。

・翌年度採用に向け
て必要な専門職等の
調査
・翌年度組織、定員
決定のための調査、
ヒアリングの実施
・その他組織・機構
上の課題等の把握、
解消に向けた調査、
取組を実施

１
・
目
標
を
達
成

組織・機構の見直し ・引き続き、各部課へ
の調査・ヒアリングに
より課題の把握に努め
る。
・組織の見直し、事務
の効率化、民間委託等
の推進などにより、簡
素で効率的な組織づく
りを進める。
・将来にわたって行政
サービスを確実に提供
し、新たな行政需要に
的確に対応していくた
め、業務量に応じた必
要な人員を確保すると
ともに、業務の効率化
や既存体制の見直し等
により定員管理を実施
する。

組織定員管理
事務事業

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価
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「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （１）組織の効率化

事　　業 　③　民間委託などの推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 1以上 1以上 1以上 1以上 1以上

実績 0 2 2 2 4

【取組内容】
サービスの質の向上や業
務、組織の効率化などの面
から委託が適当と認められ
る業務について、指定管理
者制度の導入を含め、民間
事業者などへの委託を進め
ます。また、委託等した事
業については、委託者とし
て監督を徹底し、適正な履
行を確保します。

業務改善課

事業の改善点・
今後の取組内容等

15

業務委託の推
進

【目的】
サービスの質の向上や仕事
の効率化を図るため、事務
事業の民間委託などを推進
するとともに、公の施設の
管理について指定管理者制
度の導入を図ります。

・事業管理シート、
予算査定ヒアリング
等における委託業務
等の洗い出し、導入
の検討
・新たな業務委託等
として、関係課と協
議を実施

１
・
目
標
を
達
成

新たに委託する（指定管理者制度の導入含む。）業務の数 ・組織や予算のヒア
リング時において、
施設の管理・運営を
主体とした業務につ
いて、指定管理者制
度の導入とともに委
託の検討を更に進め
る。

行財政改革推
進事業

【評価の理由】
・下記4施設の新規の指定管理者制度導入の適否について検証した結果、
指定管理とした。
　①加須市立高柳学童保育室
　②加須市鴻茎学童保育室
　③加須市田ヶ谷学童保育室
　④加須市北川辺西学童保育室
・R2.3.31をもって指定管理期間が終了する、健康ふれあいセンター（い
なほの湯）、童謡のふる里おおとね農業創生センター、ライスセンター、
騎西・種足・北川辺東学童保育室の計6施設について、改めて導入の適否
について検証した結果、継続での指定管理とした。
・R3.4.1現在、指定管理者制度を導入している総施設数：13施設
・上記のようなことから、目標としていた新たな委託等の業務数につい
て、達成することができた。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （２）組織の活性化

事　　業 　①　職員のモチベーションの向上

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 97 97 97 97 97

実績 96.7 97.0 97.9 97.2 96.8

指標(単位) （  　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 検討 検討 検討 検討 検討

実績 検討 検討 検討 検討 検討

指標(単位) （  　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 3 3 3 3 3

実績 0 0 0 0 0

・時間差勤務に限ら
ず、職員のライフス
タイルに合わせた職
場環境づくりを検討
していく。

人事管理事業

時間差勤務の要望件数

【取組内容】
市民サービスへの影響を十
分に考慮した上で、職員の
モチベーションの向上等に
資するため、時間差勤務の
拡充について検討を行いま
す。

職員課

【評価の理由】
・現在は、職員一人ひとりのライフプランに合わせた働き方のうち、勤務時間に
関する制度としては、就学前の子供を持つ職員の部分休業制度があり、R3.3月現
在で18人が利用している。
・時間差勤務導入に関する要望はなく、今後もニーズに応じて検討していく。
【参考】
・市民サービス向上のための長時間開庁、開館に伴うものとして、本庁舎や総合
支所での日曜開庁、図書館や保育所における早番、遅番勤務などに一部で取り組
んでいる。

【評価の理由】
・ 月1～2回（年17回）のワーク・ライフ・バランスデーの実施及び結
果を周知したことにより、目標と同じ実績を概ね達成できたため。【取組内容】

職員のモチベーションの向
上を図るとともに、職員の
仕事と家庭の両立を図るた
め、定時退庁徹底日として
「ワーク・ライフ・バラン
スデー」を設定し、職員の
定時（一斉）退庁を徹底し
ます。

職員課

17

時間差勤務の
検討

【目的】
職員一人ひとりが、仕事の
中で自己の成長を感じるこ
とができ、熱意とやりがい
を持って仕事に取り組むこ
とができる職場環境づくり
を進めます。

・実情に適したフ
レックスタイム制度
の検討
・勤務時間インター
バル制度の検討（部
分的フレックスタイ
ムの試行）

【参考】
・職員のライフスタ
イルを考慮した部分
休業制度の運用
・日曜開庁の実施
（本庁舎・各総合支
所）
・図書館、保育所に
おける開館（所）時
間に合わせた早番、
遅番の実施

２
・
概
ね
達
成

時間差勤務の検討

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

16

ワーク・ライ
フ・バランス
の徹底

【目的】
職員一人ひとりが、仕事の
中で自己の成長を感じるこ
とができ、熱意とやりがい
を持って仕事に取り組むこ
とができる職場環境づくり
を進めます。

・全庁的に実施する年
10回のワーク・ライ
フ・バランスデー及び
各課で年7回のワー
ク・ライフ・バランス
デーを設定した取組
・ワーク・ライフ・バ
ランスデーの取組につ
いて職員へ通知すると
ともに、実施後は各課
の取組状況を把握し、
その結果を部長会議で
報告
・設定日当日、グルー
プウェア、庁内放送、
各所属長等から周知

２
・
概
ね
達
成

ワーク・ライフ・バランスデーに定時退庁した職員の割合 ・引き続き、各月の
グループウェアへの
掲載と、入力確認を
徹底する。

人事管理事業

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価
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「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （２）組織の活性化

事　　業 　①　職員のモチベーションの向上

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 45 45 45 45 45

実績 70 48 45 52 44

・より多くの職員と
の意見提案の機会と
なるよう、制度の周
知・活性化を図る。
・事務効率及び市民
サービスの向上のた
め、改善事例におけ
る各課の取組状況を
確認する。

行財政改革推
進事業

【評価の理由】
・12人から44件の提案があったが、目標としていた職員提案案件数につ
いては達成することができなかったため概ね達成とした。
・改善報告88件・改善提案44件について事例集を作成し、事務改善の情
報共有、意識共有に努めた。
・また他課から報告された事務改善事例を自課の事務改善へ取り入れるこ
とにより、全庁的に改善効果が高まった。

【取組内容】
事務効率の向上や市民サー
ビスの向上などに資する事
項に関し、職員から提案を
募る「職員提案制度」につ
いて、創意工夫により制度
の活性化を図ります。

業務改善課

18

職員提案制度
の活用

【目的】
職員一人ひとりが、仕事の
中で自己の成長を感じるこ
とができ、熱意とやりがい
を持って仕事に取り組むこ
とができる職場環境づくり
を進めます。

・職員提案の募集、
表彰
・改善報告・改善提
案事例集の作成、周
知
・他課から報告され
た事務改善事例にお
ける各課の取組状況
を確認。

２
・
概
ね
達
成

職員提案件数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （２）組織の活性化

事　　業 　②　若手や女性の積極的登用

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 17 18 19 20 21

実績 20.7 23.3 24.0 22.3 22.1

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標
主幹50
主査60

主幹50
主査60

主幹50
主査60

主幹50
主査60

主幹50
主査60

実績
主幹52
主査54

主幹15
主査79

主幹43
主査60

主幹56
主査70

主幹33
主査75

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 1 1 1 1 1

実績 1 1 1 1 1

・提案内容の事業化
に向けて、関係課と
調整を図る。
・プロジェクトチー
ムへの積極的な参加
を促進する。行政経営プラ

ン進行管理事
業 【評価の理由】

・「若者世代の加須市への移住・定住の推進について」をテーマとしてプ
ロジェクトチームによる提案が報告されたことから、目標を達成すること
ができたため。
・プロジェクトチームによる提案のうち、８本の提案が事業化され「本市
を活性化し、新たな人の流れによる賑わいの創出」につながるまちづくり
の充実を図ることができた。

【取組内容】
市の政策決定に様々な発想
や意見を取り入れるため、
若手や女性職員によるプロ
ジェクトチームを編成し、
企画立案や調査を行いま
す。

業務改善課

【取組内容】
若手や女性職員の仕事に対
する意欲やチャレンジ精神
を向上させることにより、
組織の活性化及び適正な人
事管理を推進するため、昇
任制度の適正な運用を行い
ます。

職員課 【評価の理由】
・管理職に占める女性職員の割合については、目標値を上回った。
・昇任試験の受験率については、主査職は目標値を上回ったものの、主幹
職は下回ってしまった。

20

若手や女性職
員によるプロ
ジェクトチー
ムの編成

【目的】
人材の活用を図るため、管
理職や政策立案部門に、若
手や女性の登用を積極的に
進めます。

・若手および女性職
員によるプロジェク
トチームを編成（１
チーム・６名）
・会議開催（１７
回）
・プレゼンテーショ
ン（２回）

１
・
目
標
を
達
成

プロジェクトチームによる提案数研究テーマ数

事業の改善点・
今後の取組内容等

19

昇任制度の運
用

【目的】
人材の活用を図るため、管
理職や政策立案部門に、若
手や女性の登用を積極的に
進めます。

・女性1人が管理職試
験を受験（H23:2
人、H24:6人、
H25:8人、H26:6
人、H27:10人、
H28:6人、H29:3
人、H30:3人、Ｒ1:3
人、Ｒ2:1人）
・女性管理職数 46人
／管理職数 208人
（22.1％）
・新規昇任試験受験
資格者の受験率
①主査職：受験者数
3人／対象者数 4人
(＝受験率 75.0％)
②主幹職：受験者数
6人／対象者数 18人
(＝受験率 33.3％)

２
・
概
ね
達
成

4月1日現在の管理職に占める女性職員の割合 ・昇任試験の実施に
ついては、各部課長
から該当者に周知し
てもらうなど、男女
を問わず昇任試験を
受験するよう周知す
る。また、グループ
ウェアでもこまめに
周知する。

人事管理事業

新たに受験資格を満たした職員の「主幹」・「主査」試験受
験率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （２）組織の活性化

事　　業 　③　人事交流の推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 団体 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 6 7 7 6 5

実績 6 9 10 10 8

【取組内容】
県や民間企業などへの職員
派遣を推進し、組織の新陳
代謝を促進します。職員課

事業の改善点・
今後の取組内容等

21

県・民間企業
などとの人事
交流

【目的】
県や民間企業などと積極的
な人事交流を行い、組織内
の活性化を図ります。

・埼玉県への派遣3人
（市町村課、行田県
土整備事務所）
・（一社）地域活性
化センター1人
・厚生労働省埼玉労
働局1人
・（福）埼玉県済生
会栗橋病院1人
・（福）加須市社会
福祉協議会1人
・国土交通省利根川
河川事務所1人

１
・
目
標
を
達
成

職員を派遣する民間企業等の数 ・引き続き、県や民
間企業などへの職員
派遣を推進し、組織
の活性化を図る。

人事管理事業
ほか

【評価の理由】
・埼玉県、民間企業等への派遣について、当初の計画どおり実践でき、目
標値を達成することができたため。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （３）マネジメントの強化

事　　業 　①　トップマネジメントの強化

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 90 90 90 90 90

実績 81.9 84.8 88.1 88 71.5

指標(単位) （  　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 実施 実施 実施 実施 実施

実績 実施 実施 実施 実施 実施

・人事評価制度の適
正運用を行う。

人事管理事業
ほか

【取組内容】
新たな人事評価制度として、能
力評価（仕事に取り組む姿勢、
実際の行動等を評価）と、業績
評価（あらかじめ設定した目標
に対する結果やプロセスを評
価）の２つの評価を行うに当た
り、組織の目標を基礎とし、所
属長がマネジメントを発揮する
ことで、部下職員の職務遂行能
力の向上及び所属職員に対する
適正な管理・監督による人材育
成を図ります。

【評価の理由】
・人事評価制度（能力評価及び業績評価）を実施したため。
・評価結果を処遇等へ反映したとともに、人事異動や昇任の参考とした。

職員課

【取組内容】
各部局等のリーダー（部課長級
の職員や管理監督者の立場にあ
る職員）を対象に、人事評価や
リスク管理、メンタルヘルスケ
ア（ラインケア）などのマネジ
メント研修を実施し、マネジメ
ント力の強化を図ります。

【評価の理由】
・対象者への積極的な周知を行ったが、若干、目標を下回る実績となっ
た。
・メンタルヘルス（ラインケア）研修：修了者44人／対象者73人（受講
率60.3％）
・人事評価（評価者）研修：修了者76人／対象者92人（受講率
82.6％）
・新型コロナウイルス感染症第2波の影響により参加を見合わせた職員が
いたため。

職員課

23

人事評価（能
力評価・業績
評価）制度の
推進

【目的】
各部局のリーダーが、リーダー
シップを発揮し、すべてのメン
バーと仕事の目的と目標を共有
し、目標の達成に向けて一丸と
なって取り組めるようにしま
す。

・課長以上の職員等
を対象に人事評価
（評価者）研修を実
施（実施日：令和2年
10月22日・23日
修了者76人）

２
・
概
ね
達
成

人事評価（能力評価・業績評価）制度の推進

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

22

マネジメント
研修の実施

【目的】
各部局のリーダーが、リーダー
シップを発揮し、すべてのメン
バーと仕事の目的と目標を共有
し、目標の達成に向けて一丸と
なって取り組めるようにしま
す。

・課長以上の職員等
を対象にメンタルヘ
ルス（ラインケア）
研修を実施（実施
日：令和2年11月13
日　修了者44人）
・課長以上の職員等
を対象に人事評価
（評価者）研修を実
施（実施日：令和2年
10月22日・23日
修了者76人）

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

マネジメント研修受講対象者の受講率 ・引き続き、マネジ
メント研修を実施
し、マネジメント力
の強化を図る。

人材育成事業

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価
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「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （３）マネジメントの強化

事　　業 　②　組織マネジメントの整備・運用

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 運用 運用 見直し 運用 運用

実績 運用 運用 見直し 運用 運用

【取組内容】
「リスクマネジメント基本方
針」に基づき、市政を取り巻く
様々なリスクに対し、自律的に
対応できる体制を整備すること
により、組織のリスクマネジメ
ントを実践します。また、これ
まで蓄積されてきた日々の業務
からのヒヤリ・ハットや失敗事
例、他自治体の問題事例などか
ら、基本方針を見直し、実効性
のあるリスクマネジメントに取
り組みます。

業務改善課

事業の改善点・
今後の取組内容等

24

リスクマネジ
メントの整
備・運用

【目的】
市民に信頼される自治体と
なるため、リスクへの事前
対策やミスを防止するため
のチェック機能を整備する
など、組織マネジメントの
整備・運用を図ります。

・リスクの見直し及
びリスク想定表の更
新を実施

２
・
概
ね
達
成

リスクマネジメントの運用・見直し ・「リスクマネジメ
ント基本方針」基づ
き、リスクに対する
さらなる組織体制の
強化に努める。

行政経営プラ
ン進行管理事
業

【評価の理由】
・加須市リスクマネジメント基本方針に基づき、リスクの事前対策を推進
するとともに、リスク想定表の更新を図るなど、目標としていたリスクマ
ネジメントの運用について、概ね達成することができた（令和３年3月調
査済）。
・各部課共通リスク　166件（令和元年度：166件）
・課に固有のリスク　616件（令和元年度：558件）
・事務処理上のチェック体制の整備（改善された事例件数：８件）
・リスクへの事前対策やチェック機能の整備は進んでいるが、事務処理上
のミス等は発生している。(R2年度発生件数：８件）
・事務処理上のミス等があった部署へ原因及び改善策の確認を行った。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市役所力」の向上
基本目標　 ２　少人数で大きな成果を上げる組織体制づくり

施　　策　 （３）マネジメントの強化

事　　業 　③　タイムマネジメントの実践

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 75.7 84.7 81.4 90.1 95.5

指標(単位) （％）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 100 － 100 －

実績 － 94.3 － 94.1 ー

指標(単位) （課）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 5 3 2 0

実績 6 11 7 5 ７

・タイムマネジメン
ト研修については、
職員への負担や研修
全体の優先度を鑑
み、隔年で実施す
る。
・深夜勤務多回数者
の所属長に対し、四
半期毎に結果を通知
するとともに、報告
書の提出を求める。
また、必要に応じ、
所属長に対し、ヒア
リングを行う。

人事管理事業
ほか

深夜勤務多回数者（四半期で１０回以上）を有する課の数

【取組内容】
全職員を対象に、日常業務
における時間の使い方の問
題点を把握し、改善するこ
となどを目的としたタイム
マネジメント研修を実施し
ます。

職員課

【評価の理由】
・深夜勤務について、目標値には達していないため。
・市の業務は課によって繁忙の時期が異なるため、四半期ごとの集計では10回以
上の深夜勤務を行った職員を有した課はあったが、全ての四半期を通して10回以
上の深夜勤務を行った職員を有した課はない。

【評価の理由】
・第２次行政経営プラン対象年度の中で最高値になり、目標値の８割以上
に達しているため、本評価とした。
・指標実績値：95.5％（目標時間以内に終了した件数　63件／会議開催
件数（目標時間を60分以内に設定した会議の件数）　66件）

【取組内容】
「庁内会議の運営に関する
ガイドライン」に基づき、
短時間でより生産性の高い
会議の実施を図ります。

総務課

26

タイムマネジ
メントの実施

【目的】
時間に限りがある中で、た
くさんの仕事を効率よく行
うため、時間生産性の向上
に取り組みます。

・令和2年7月3日付
けで、働き方改革の
推進について通知。
・深夜勤務多回数者
の所属長に対し、結
果を通知するととも
に、部下職員のマネ
ジメント状況報告書
を提出してもらい、
今後の状況を確認し
ている。

４
・
大
幅
に
遅
れ
て
い
る

タイムマネジメント研修の受講率（欠席によるレポート課題
提出者を含む。）

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

25

庁内会議の見
直し

【目的】
時間に限りがある中で、た
くさんの仕事を効率よく行
うため、時間生産性の向上
に取り組みます。

・庁内会議の目的・
目標の明確化、目標
時間の設定、会議資
料の事前配布等の周
知徹底

２
・
概
ね
達
成

時間ルール（原則60分以内）を実践できた会議の割合（慎
重な審議を要する会議を除く。）

・引き続き効果的か
つ効率的な庁内会議
の運営に努めるよう
周知徹底を行い、指
標実績値の向上を図
る。情報公開・個

人情報保護事
業

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価
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「市役所力」の向上
基本目標　 ３　市民の役に立つ人材の育成・確保

施　　策　 （１）意識改革の推進

事　　業 　①　課題意識の醸成

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 100 100

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 100 100

改善を行った課の割合 ・各職員が効果・効
率的な業務遂行を意
識し、事務改善に取
り組めるよう、職場
環境の醸成に努め
る。
・事務効率及び市民
サービスの向上のた
め、改善事例におけ
る各課の取組状況を
確認する。

行財政改革推
進事業

【評価の理由】
・全５６課所室から88件の改善報告があり、目標としていた改善を行っ
た課の割合１００％を達成することができた。なお、88件の改善報告の
うち１件を最優秀賞、１0件を優秀賞、１課を最多賞として表彰した。
・改善報告・改善提案事例集を作成し、職場環境改善の情報共有及び意識
共有に努めた。
・他課から報告された事務改善事例を自課の事務改善へ取り入れることに
より、全庁的に改善効果が高まった。

【取組内容】
職員一人ひとりでは解決が
困難な課題などについて、
職場単位・課単位で改善目
標を立て、意見や知恵を出
し合って改善する運動を進
めます。

業務改善課

・今後も行政評価研
修会などを通して、
職員一人一人が事業
の目的・課題を明確
にして、各種取組に
つなげていく。

行政評価推進
事業

【評価の理由】
・継続的に研修会を実施したことで、職員のスキルアップにつながるとと
もに、新規採用職員に対して研修会を実施したことで、職員の理解が得ら
れたものと評価した。また、事業管理シートヒアリングについては、事業
管理シートの目的、課題、評価等の見直しを実施し、行政評価についての
職員の理解を深めることができた。

【取組内容】
行政評価研修や行政評価の
実践を通じて、職員一人ひ
とりが、事務事業の目的や
目標、課題などを明確にし
て仕事をする意識を醸成し
ます。

政策調整課

28

１課１改善運
動の実施

【目的】
加須やぐるまマネジメント
サイクル（行政評価）を通
じて、職員の課題意識の醸
成を図ります。また、すべ
ての職員が事務改善に取り
組む運動を推進します。

・改善事例の募集、
表彰
・改善報告・改善提
案事例集の作成
・他課から報告され
た事務改善事例おけ
る各課の取組状況を
確認

１
・
目
標
を
達
成

27

加須やぐるま
マネジメント
サイクル（行
政評価）を通
じた人材育成

【目的】
加須やぐるまマネジメント
サイクル（行政評価）を通
じて、職員の課題意識の醸
成を図ります。また、すべ
ての職員が事務改善に取り
組む運動を推進します。

・新規採用職員研修
の中で行政評価の概
要を説明
・加須やぐるまマネ
ジメントサイクルに
よる事務事業の目的
や目標、課題などを
明確にして仕事が遂
行できるよう職員に
対し行政評価研修を
当初予算編成説明会
で実施（令和2年10
月2日）

１
・
目
標
を
達
成

行政評価についての職員の理解度

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ３　市民の役に立つ人材の育成・確保

施　　策　 （１）意識改革の推進

事　　業 　①　課題意識の醸成

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 90 100 100

・事務処理ミスの事
前対策や情報を発信
することで、リスク
に対する危機意識の
醸成を図る。

行政経営プラ
ン進行管理事
業 【評価の理由】

・事務処理のミスとして報告された8件の全ての事例を分析し、的確な対
応に努めた結果、目標としていた事例分析・対応率100％を達成すること
ができた。【取組内容】

職員一人ひとりが、日々の
業務における失敗事例やヒ
ヤリ・ハット事例、改善事
例などを報告し、それを蓄
積して共有することで、
日々の業務を見直します。

業務改善課

29

「気づき」な
どの報告制度
の推進

【目的】
加須やぐるまマネジメント
サイクル（行政評価）を通
じて、職員の課題意識の醸
成を図ります。また、すべ
ての職員が事務改善に取り
組む運動を推進します。

・事務処理上の
チェック体制の調査
・事務処理上のミス
における対応状況調
査
・リスクの見直し及
びリスク想定表の更
新を実施

２
・
概
ね
達
成

ヒヤリ・ハット事例分析・対応率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ３　市民の役に立つ人材の育成・確保

施　　策　 （１）意識改革の推進

事　　業 　②　改革・改善意欲の醸成

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 45 45 45 45 45

実績 70 48 45 52 44

指標(単位) （グループ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 3 4 4 4 4

実績 1 1 1 1 1

４
・
大
幅
に
遅
れ
て
い
る

自主研究グループ数 ・引き続き、自主研
究グループ支援制度
の周知に併せ、県内
他市の状況などの情
報を提供していく。
・研修時に機会をみ
て周知していく。

人材育成事業

【評価の理由】
・支援要綱や制度について周知を図ったが、新たに設立したグループはな
かったため。
・現在ある自主研究グループは、KMAT
　（Kazo Machidukuri Assistant Team）

【取組内容】
市政に関する事項について、自
主的に調査及び研究を行う職員
で構成されたグループ（自主研
究グループ）の設置を推進する
とともに、調査及び研究費用の
一部を助成し、その活動を促進
します。

職員課

【取組内容】
事務効率の向上や市民サー
ビスの向上などに資する事
項に関し、職員から提案を
募る「職員提案制度」につ
いて、創意工夫により制度
の活性化を図ります。

業務改善課

31

自主研究グ
ループの設
置・活動の促
進

【目的】
改革や改善を行うには、職
員一人ひとりが改革や改善
に意欲的であることが欠か
せないため、様々な視点か
ら市の仕事を見直します。
また、職員の改革や改善に
対する意欲の醸成に、組織
的に取り組みます。

・令和2年6月8日付
けで、自主研究グ
ループ支援制度につ
いて通知。

事業の改善点・
今後の取組内容等

30

職員提案制度
の活用
※再掲
（№１８）

【目的】
改革や改善を行うには、職
員一人ひとりが改革や改善
に意欲的であることが欠か
せないため、様々な視点か
ら市の仕事を見直します。
また、職員の改革や改善に
対する意欲の醸成に、組織
的に取り組みます。

職員提案件数

行財政改革推
進事業

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市役所力」の向上
基本目標　 ３　市民の役に立つ人材の育成・確保

施　　策　 （２）職員の能力開発

事　　業 　①　目指す職員像の共有化

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 90 90 90 90 90

実績 92.9 96.4 96.4 96.4 96.4

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 90 90 90 90 90

実績 99.5 98.8 99.1 98.7 99.6

職場目標を達成できた職場の割合 ・引き続き、朝礼時
の唱和と、具体策お
よび達成度の入力の
徹底をする。

人材育成事業

【評価の理由】
・職員行動指針の唱和や課内での声掛けなどの実践により、目標値を上回
ることができたため。

【取組内容】
週１回の「職員行動指針」の一
斉唱和やその他唱和機会の拡充
などにより、職員への指針の浸
透を図ります。また、指針を具
体化した職場目標を設定し、指
針に基づき行動します。

職員課

・引き続き、加須市
能力開発基本方針で
具体化した取組項目
について、推進を図
る。

人材育成事業

【評価の理由】
・加須市職員能力開発基本方針の各取組項目における令和2年度の実施状
況を取りまとめ、進捗状況を確認（全28項目中：達成・順調…27項目
（96.4％）、未達成・遅れ…1項目（3.6％））した結果、目標を上回る
ことができたため。

【取組内容】
「職員能力開発基本方針」の周
知徹底を行い、市職員として目
指すべき職員像を明確にし、職
員の能力開発を図ります。ま
た、方針を具体化した取組項目
について、方針に基づき推進し
ます。

職員課

33

職員行動指針
の浸透・具体
化

【目的】
市職員として、どのような職員
を目指していくか、そのために
はどのような能力開発に取り組
む必要があるかを明確にし、す
べての職員が、目指す職員像を
共有することで自己の成長に取
り組むとともに、管理職職員
は、部下職員の人材育成に取り
組みます。

・週に1度（週に最初
の勤務日）、始業前
に職員行動指針の唱
和を実施。
・行動指針の具現化
に向け、4半期ごとに
共通目標を設定、そ
の達成に向けた取
組。

１
・
目
標
を
達
成

32

職員能力開発
基本方針の周
知徹底・推進

【目的】
市職員として、どのような職員
を目指していくか、そのために
はどのような能力開発に取り組
む必要があるかを明確にし、す
べての職員が、目指す職員像を
共有することで自己の成長に取
り組むとともに、管理職職員
は、部下職員の人材育成に取り
組みます。

・取組項目における
進捗状況の把握
・職員録に加須市職
員能力開発基本方針
で定めた「目指す職
員像」を掲載し周知
・職員採用試験募集
案内に「目指す職員
像」を掲載

１
・
目
標
を
達
成

取組項目の達成率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ３　市民の役に立つ人材の育成・確保

施　　策　 （２）職員の能力開発

事　　業 　②　研修制度の充実

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 93.4 98.8 94.4 95.7

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標
作成
周知

90 90 90 90

実績
作成
周知

98.3 98.4 100 95.3

新規採用職員サポーター制度に係るアンケートにおける有効
度の割合

・引き続き、サポー
タハンドブックを活
用しながら、新規採
用職員に対しＯＪＴ
を積極的に行う。

人材育成事業

【取組内容】
具体的な仕事を通じて、必要な
知識や技能など指導する「ＯＪ
Ｔ研修」（オン・ザ・ジョブ・
トレーニング）を推進します。
また、「新規採用職員サポー
ター制度」において、「（仮
称）サポーターハンドブック」
を作成し活用することで、OJT
を推進し、新規採用職員の育成
を図ります。

【評価の理由】
・積極的なＯＪＴの実施により、目標値を上回ることができたため。

職員課

・引き続き、計画的
に職員研修を行い、
職員の能力開発を図
る。

人材育成事業

【評価の理由】
・重点研修として、積極的な参加を促したことにより、目標に近い実績と
なったため。

【取組内容】
「職員能力開発基本方針」
と「研修計画」に基づき、
体系的かつ計画的に職員研
修を行います。

職員課

35

職場内研修の
推進

【目的】
日々の業務を通じた職場内
での研修を基本としなが
ら、職場外における研修や
部局横断的に行う研修など
に、体系的かつ継続的に取
り組みます。

・令和2年4月にサ
ポーターを指名し、
新規採用職員、サ
ポーター、所属長で
目標を設定し、サ
ポーターハンドブッ
クを活用しながら、
ＯＪＴを積極的に実
施

１
・
目
標
を
達
成

34

体系的・計画
的な研修の推
進

【目的】
日々の業務を通じた職場内
での研修を基本としなが
ら、職場外における研修や
部局横断的に行う研修など
に、体系的かつ継続的に取
り組みます。

・令和2年度の職員研
修実施計画に基づき
各種研修を実施（自
主研修数12件、研修
参加延べ人数2,444
人）
・令和2年度の重点研
修でレポート提出の
研修は次のとおり
（コンプライアンス
研修、接遇能力向上
研修）

２
・
概
ね
達
成

重点研修の受講率（欠席によるレポート課題提出者を含む。）

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ３　市民の役に立つ人材の育成・確保

施　　策　 （２）職員の能力開発

事　　業 　③　職員の専門性の向上

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 15 15 15 15 15

実績 17 15 14 14 3

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 2 2 2 2 2

実績 6 6 10 4 7

支援した職員数 ・引き続き、職員の
専門性の向上に取り
組み、資格取得を支
援していく。

人材育成事業

【評価の理由】
・資格取得を支援したことにより、目標を上回ることができたため。

【取組内容】
職員の専門性を向上と自己
啓発を支援するため、職務
に必須な資格の取得に係る
試験費用を助成するなど、
資格取得を支援します。

職員課

・引き続き、職員の
専門性の向上に取り
組み、スペシャリス
トの育成を図る。

人材育成事業

【評価の理由】
・専門性の向上に取り組む予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、参加者数が減少したため。【取組内容】

職員の経験や意欲などを考
慮した研修派遣や人事配置
などを行い、スペシャリス
トの育成を図ります。

職員課

37

資格取得の支
援

【目的】
複雑で高度な市民のニーズ
にも的確に応えるため、職
員の専門性の向上に取り組
みます。

・衛生管理者、安全
衛生推進者、衛生推
進者の資格取得のた
めの講習会に派遣
し、資格を取得。

１
・
目
標
を
達
成

36

スペシャリス
トの育成

【目的】
複雑で高度な市民のニーズ
にも的確に応えるため、職
員の専門性の向上に取り組
みます。

・自治大学校等へ計3
人を派遣（事後研修
含む）（自治大学校0
人、市町村職員中央
研修所3人、国土交通
大学校0人、全国地域
リーダー養成塾0人）

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

専門研修（自治大学校、市町村アカデミー、国土交通大学
校、全国地域リーダー養成塾）への職員派遣者数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ３　市民の役に立つ人材の育成・確保

施　　策　 （３）”人財”の確保

事　　業 　①　職員の健康管理

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 87 88 89 90 91

実績 91.7 93.5 90.9 90.5 91.4

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 1.5 1.4 1.3 1.2 1.1

実績 1.4 1.9 1.5 2.2 2.8

メンタル系疾患による1箇月以上の病休・休職した職員の割合 ・引き続き、「加須
市職員　心の健康づ
くり計画」に基づい
て各種取組を実施
し、職員の健康管理
に努めていく。
・職員が仕事をしや
すい環境づくりや働
き方改革を推進す
る。

人事管理事業

【評価の理由】
・メンタル系疾患による1箇月以上の病休・休職した職員の割合が、目標
に到達できていないため。
・平成27年3月、加須市職員心の健康づくり計画策定

【取組内容】
「（仮称）加須市職員 心の
健康づくり計画」を策定
し、計画に基づいて各種取
組を実施します。

職員課

・引き続き、職員の
健康診断等を実施
し、職員の健康管理
に努めていく。

人事管理事業

【評価の理由】
・健康診断の受診について、未受診者等への受診を促したことにより、目
標値を上回ったため。【取組内容】

衛生管理者や安全衛生推進
者等を選任し、職場巡視等
を実施するとともに、定期
健康診断やストレスチェッ
ク等を実施し、職員の衛生
管理の推進を図ります。

職員課

39

心の健康づく
り計画の推進

【目的】
市民に満足していただける
市政を運営していくために
は、何より、市政を担う職
員が元気でなければなりま
せん。このため、職員の健
康管理に努めます。

・ストレスチェックの実施（実
施期間：令和2年7月15日～
31日）
・各部課選出職員向けメンタル
ヘルス（セルフケア）研修の実
施（実施日：令和2年8月19日
修了者39人）
・管理職向けメンタルヘルス
（ラインケア）研修の実施（実
施日：令和2年11月13日　修
了者44人）
・産業医（精神科）による健康
相談（12回）
・職場巡視の実施。（適宜）
・衛生委員会の開催（実施日：
第１回 7月7日、第２回 書面開
催）
・復職しようとする職員にリハ
ビリ勤務の実施

４
・
大
幅
に
遅
れ
て
い
る

38

衛生管理の推
進

【目的】
市民に満足していただける
市政を運営していくために
は、何より、市政を担う職
員が元気でなければなりま
せん。このため、職員の健
康管理に努めます。

・健康診断の実施
（実施日　本庁舎：
令和2年11月18日・
25日、12月23日～
25日　総合支所：
12月16日～18日）
・産業医（内科）に
よる健康相談（年12
回）
・職場巡視の実施
（適宜）
・衛生委員会の開催
（実施日：第1回 7月
7日、第2回 書面開
催）

１
・
目
標
を
達
成

定期健康診断及び人間ドック等受診率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ３　市民の役に立つ人材の育成・確保

施　　策　 （３）”人財”の確保

事　　業 　①　職員の健康管理

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 97 97 97 97 97

実績 96.7 97.0 97.9 97.2 96.8

人事管理事業

【取組内容】
職員のモチベーションの向
上を図るとともに、職員の
仕事と家庭の両立を図るた
め、定時退庁徹底日として
「ワーク・ライフ・バラン
スデー」を設定し、職員の
定時（一斉）退庁を徹底し
ます。

職員課

40

ワーク・ライ
フ・バランス
の徹底
※再掲
（№１６）

【目的】
市民に満足していただける
市政を運営していくために
は、何より、市政を担う職
員が元気でなければなりま
せん。このため、職員の健
康管理に努めます。

ワーク・ライフ・バランスデーに定時退庁した職員の割合

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ３　市民の役に立つ人材の育成・確保

施　　策　 （３）”人財”の確保

事　　業 　②　優れた能力・資質を有する人材の確保

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 箇所 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 実施 1 1 1 1

実績 実施 1 2 3 1

【取組内容】
優れた能力・資質を有する
人材を確保するため、職員
採用試験の実施方法や募集
方法等を見直し、より効果
的な試験とします。

職員課

事業の改善点・
今後の取組内容等

41

職員採用試験
の見直し

【目的】
市民ニーズの多様化や業務
量の増加が進む一方で、少
子化などにより労働人口の
減少が進んでいます。こう
した中で、優れた能力・資
質を有する人材を確保し、
組織力の維持、強化を図り
ます。

・人づくり広域連合が7
月に開催する「埼玉県市
町村職員採用合同説明
会」に参加し、積極的に
ＰＲ。（令和2年度はオ
ンライン開催）
・採用に関する情報（ポ
スター・動画など）を、
ホームページ等で積極的
に提供。
・他市町村との差別化を
図るため、「加須市職員
採用情報フォーラム」を
1月に開催。（令和2年
度はオンライン開催）
・最も利用された就職情
報サイトＮｏ．1である
マイナビに企業情報を掲
載。
・より人物重視の選考に
するため、中堅職員面接
を実施。
・新型コロナウイルス感
染症対策を講じ実施した
（試験会場の分散、検温
の実施等）

１
・
目
標
を
達
成

職員採用試験の実施方法等を見直した箇所数 ・引き続き、優れた
能力・資質を有する
人材の確保に努めて
いく。

人事管理事業

【評価の理由】
・新型コロナウイルス感染症対策を講じ実施したため（試験会場の分散、
検温の実施等）

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市役所力」の向上
基本目標　 ４　持続可能で安定的な行財政基盤の構築

施　　策　 （１）行財政改革の推進

事　　業 　①　スクラップアンドビルドの推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 100 100

指標(単位) （ 　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 策定 運用 運用 運用 運用

実績 策定 運用 運用 運用 運用

・令和３年度の「公
共施設等個別施設計
画」を策定及び「公
共施設等総合管理計
画」の見直しに向け
て、施設の適正配
置、サービスの在り
方について審議を重
ねていく。

公共施設等総
合管理計画進
行管理事業

【評価の理由】
・各公共施設の適切な維持管理に努めたものの、令和２年度中に要請され
ていた「公共施設等個別施設計画」の策定ができなかったため。

【取組内容】
安全性、利便性及び再整備に必要な財
源などの視点に立ち、時代背景や市民
のニーズを加味しながら、「公共施設
等総合管理計画」を策定の上、公共施
設の再整備を進めます。また、整備に
当たっては、新たな事業機会の創出や
民間投資の喚起による経済成長を視野
に、民間の資金、経営能力及び技術的
能力を活用する「PPP/PFI」手法の
導入を検討します。

政策調整課

【評価の理由】
・事業管理シートヒアリング及び予算編成に伴う事業管理シートの見直し
について、全ての事務事業をチェックし、改善することができたため。

【取組内容】
加須やぐるまマネジメントサイクル
を活用し、すべての事務事業につい
て総点検を実施し、点検結果を踏ま
えた事務事業の見直し（1事業1改
善）を行います。

政策調整課

43

公共施設の再
整備

【目的】
市が行うすべての事務事業につい
て、加須やぐるまマネジメントサイ
クルに基づくPDCAサイクルによ
る行政評価を行い、これまで以上に
成果を重視した仕事の見直しや経費
の節減などを図ります。また、これ
らの見直しなどの中で、事務事業の
必要性を検証し、廃止・縮小・統合
等を図り、社会経済情勢や市民ニー
ズに合った行政運営に努めます。

・各公共施設等総合
管理システムの適正
な運用管理を実施
・令和2年度（令和３
年度）予算編成に向
けて施設の修繕等に
係る分科会内での優
先順位を協議し、予
算案に反映

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

「公共施設等総合管理計画」の策定・運用

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

42

１事業１改善
の実施（加須
やぐるまマネ
ジメントサイ
クルの推進）

【目的】
市が行うすべての事務事業につい
て、加須やぐるまマネジメントサイ
クルに基づくPDCAサイクルによ
る行政評価を行い、これまで以上に
成果を重視した仕事の見直しや経費
の節減などを図ります。また、これ
らの見直しなどの中で、事務事業の
必要性を検証し、廃止・縮小・統合
等を図り、社会経済情勢や市民ニー
ズに合った行政運営に努めます。

・加須やぐるまマネ
ジメントを活用した
事業管理シートヒア
リングを実施
・令和３年度予算編
成に向けて施策内優
先度評価を実施する
とともに、事業管理
シートの見直しを実
施

１
・
目
標
を
達
成

改善を行った事務事業の割合 ・引き続き加須やぐ
るまマネジメントサ
イクルを活用し、事
務事業の適正な進行
管理を推進する。

行政評価推進
事業

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価
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「市役所力」の向上
基本目標　 ４　持続可能で安定的な行財政基盤の構築

施　　策　 （１）行財政改革の推進

事　　業 　②　財源確保の推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 97.5 97.6 97.7 97.8 97.9

実績 97.9 97.9 97.7 97.7 97.6

　 （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 1 1 1 1 1

実績 2 2 0 2 2

１
・
目
標
を
達
成

未利用市有地（普通財産・土地）の売払い又は利活用決定件数 ・旧北川辺介護サー
ビスセンターのプロ
ポーザルによる売却
を関係課と円滑に実
施する。
・財産の取得・処分
検討委員会を開催
し、旧大利根給食セ
ンターを含め、未利
用市有地の公売に向
けて諮問を行う。
・入札不成立となっ
ている１件の一般競
争入札（公売）の手
続きを実施する。
・旧騎西コミュニ
ティセンター利活用
庁内検討委員会を開
催する。

普通財産活用
推進事業ほか

【評価の理由】
・貸付地の随意契約による売却及び旧つつじ公園の一般競争入札による売
却を実施したため。【取組内容】

利活用が想定される55ヶ所
の未利用市有地の有効活用
などを図ります。

管理契約課

【取組内容】
市税の市民負担の公平性及
び自主財源を確保するた
め、積極的なPRや収納体制
の強化により、収納率の向
上に努めます。

収納課

45

資産の有効活
用等

【目的】
市税の収納率の向上を図る
とともに、企業誘致や市有
財産の有効活用を図るなど
して、自主財源の確保を推
進します。

・貸付地の随意契約
による売却を実施
・旧つつじ公園の一
般競争入札（公売）
による売却を実施
・旧騎西コミュニ
ティセンター利活用
庁内検討委員会を開
催し、関係課による
利活用方針について
協議を実施

事業の改善点・
今後の取組内容等

44

市税の収納対
策の推進

【目的】
市税の収納率の向上を図る
とともに、企業誘致や市有
財産の有効活用を図るなど
して、自主財源の確保を推
進します。

・納期内納付のPR
・口座振替の推奨
・電話、文書、臨宅等
による効果的な催告
・差押等の滞納処分及
び適正な納税緩和措置

２
・
概
ね
達
成

市税の収納率 ・現年課税分の収納
率向上に努めるた
め、新規滞納者への
催促、滞納処分の早
期着手をする。
・口座振替を推奨
し、納期内納付の推
進を図る。
・新型コロナウイル
スの影響で納税が困
難な納税者に対して
は、引き続き猶予制
度等の納税緩和措置
を適正に運用し、税
の公平性の確保に努
める。

収納事業

【評価の理由】
・前年度より収納率は下がったものの、目標としていた収納率を概ね達成
することができた。滞納繰越分については、滞納長期化しているものへの
臨宅や電話による催告の強化と滞納処分、処分停止の適正な運用により滞
納繰越分の収納率は前年を上回った。一方で、現年課税分の収納率は、新
型コロナウイルス感染症の影響により納税猶予件数が増加したことで、現
年課税分の収納率は前年を下回る結果となった。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

-30-



「市役所力」の向上
基本目標　 ４　持続可能で安定的な行財政基盤の構築

施　　策　 （１）行財政改革の推進

事　　業 　②　財源確保の推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 5 5 2 2 10

実績 3 1 1 2 5

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 11 12 13 14 15

実績 9 7 6 6 5

広告媒体の数 ・引き続き、民間企
業との協働による新
たな財源確保策や歳
出削減策を検討す
る。

行財政改革推
進事業

【評価の理由】
・令和2年度に広告料収入（市ホームページのバナー広告など）または無
償提供（広告付き受付番号自動発券機システムなど）があったものは5媒
体で、目標とした広告媒体数を達成することができなかったため。なお、
収入額及び削減額の合計は2,235千円であった。

【取組内容】
市の印刷物やホームペー
ジ、公共施設などの資産
に、民間企業等の広告を掲
載し、自主財源の確保と経
費の節減を図ります。

業務改善課

・市内への立地を希
望する企業の要望に
応えられるよう、立
地可能な適地につい
て関係各課と検討・
協議・精査し、早期
の立地実現を目指
す。

企業立地促進
事業

【評価の理由】
・開発用地に関する問い合わせは依然多いが、新規立地に誘導できる土地
がない状況が続いている。
・加須IC東産業団地については、令和元年10月に10区画8社への引き渡
しが済み、6社が建築工事に着手した。
・令和2年度実績としては加須IC東産業団地を含め全体で５社のため左記
の評価とした。

【取組内容】
雇用の拡大、担い手の流
入、財源の確保を図るた
め、県や関係機関と連携
し、工業団地や民有地物件
などへの企業立地を促進し
ます。

産業振興課、
まちづくり
課、農業振興
課

47

広告収入の確
保

【目的】
市税の収納率の向上を図る
とともに、企業誘致や市有
財産の有効活用を図るなど
して、自主財源の確保を推
進します。

・ 広告料収入を得た
もの3媒体　1,230千
円
・現物の無償提供を
受けたもの　1,005
千円

４
・
大
幅
に
遅
れ
て
い
る

46

企業誘致・立
地支援などの
推進

【目的】
市税の収納率の向上を図る
とともに、企業誘致や市有
財産の有効活用を図るなど
して、自主財源の確保を推
進します。

・新たな企業適地の
検討や既存適地への
立地促進
・工場立地法に係る
事務

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

市内への立地事業所数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ４　持続可能で安定的な行財政基盤の構築

施　　策　 （１）行財政改革の推進

事　　業 　③　行政コストの削減

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （百万円）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 ▲ 554 ▲ 701 ▲ 750 ▲ 774 ▲ 823

実績 ▲ 554 ▲ 636 ▲ 725 ▲766 ▲823

指標(単位) （百万円）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 ▲ 431 ▲ 461 ▲ 491 ▲ 521 ▲312

実績 22 ▲ 214 ▲244 17 379

普通会計における物件費の削減額 ・引き続き、各部課
への調査
・ヒアリング等によ
り事務事業の評価、
見直し等を進め、事
務経費の削減に取り
組んでいく。

行財政改革推
進事業

【評価の理由】
・予算査定時に予算額の削減に努めたとともに、計画的、効率的な予算執
行と経費抑制に全庁的に取り組んたが、委託料における人件費の増額によ
る影響や、備品購入費における小中学校1人1台端末及び防災ラジオの購
入による必要な増額があったため、目標を達成することができなかった。
・令和２年度：379百万円（H21比）(累計 ▲3,324百万円削減(H21
比))

【取組内容】
事務事業の見直しを進め、
旅費、需用費、役務費及び
委託料などの事務的経費の
削減に努めます。

業務改善課

・引き続き、各部課への調
査・ヒアリングにより課題
などの把握に努める。・組
織の見直し、事務の効率
化、民間委託等の推進など
により、簡素で効率的な組
織づくりを進める。
・将来にわたって行政サー
ビスを確実に提供し、新た
な行政需要に的確に対応し
ていくため、業務量に応じ
た必要な人員を確保すると
ともに、業務の効率化や既
存体制の見直し等により定
員管理を実施する。

組織定員管理
事務事業

【評価の理由】
・職員数の適正化により目標としていた値を達成することができた。
・R２年度 ▲823百万円（累計 ▲4,735百万円）
　※削減額は、定員適正化計画策定時の平均人件費により算出した。
・なお、今後の様々な行政課題や市民ニーズの多様化、さらには市の業務の複雑
化、高度化が見込まれる中、これらの環境の変化に対して柔軟かつ的確に対応
し、市民等への安定的な行政サービスを提供するためには、職員の定員管理と組
織の維持を適正に行っていく必要があることから、令和2年4月1日にて定員削減
を終了することとした。

【取組内容】
定員の適正化を図ることに
より、一般行政職職員の人
件費の削減に努めます。

業務改善課

49

事務経費の削
減

【目的】
限られた定員・財源を有効
に活用し、より効率的に執
行することにより、行政の
生産性を向上させ、市民に
提供できるように、人件費
や事務経費の削減に努めま
す。

・3課事業管理シート
ヒアリングや予算ヒ
アリングにおいて、
事務事業の評価、見
直しを実施
・予算ヒアリングに
おいて各課における
臨時職員の配置状況
や業務内容等の確認

４
・
大
幅
に
遅
れ
て
い
る

48

人件費の削減 【目的】
限られた定員・財源を有効
に活用し、より効率的に執
行することにより、行政の
生産性を向上させ、市民に
提供できるように、人件費
や事務経費の削減に努めま
す。

・翌年度採用に向け
て必要な専門職等の
調査
・翌年度組織、定員
決定のための調査、
ヒアリングの実施・
その他組織・機構上
の課題等の把握、解
消に向けた調査、取
組を実施

１
・
目
標
を
達
成

一般行政職職員の人件費削減額（各年４月１日現在）

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

-32-



「市役所力」の向上
基本目標　 ４　持続可能で安定的な行財政基盤の構築

施　　策　 （１）行財政改革の推進

事　　業 　④　サービスと負担の適正化

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （　　）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 調査 研究 方針策定 周知 実施

実績 調査 研究 方針案作成 方針案協議 検討

指標(単位) （　　）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標
調査
研究

方針策定
所管課検証

委員会検証 委員会検証 政策会議決定

実績
調査
研究

方針策定
所管課検証

委員会検証 委員会検証 検討

適正な各種団体補助金等の交付 ・段階的な検証を実
施するため、加須市
補助金適正化検討委
員会を中心に各補助
金の適正化に向けた
検証を実施する。
・加須市補助金適正
化検討委員会の検証
結果等をもとに、
（仮称）補助金見直
し検討結果報告書
（素案）を随時作成
していく。

行財政改革推
進事業

【評価の理由】
・平成29年６月、「補助金のあり方に関する基本方針～よりよい補助金
制度を目指して～」を策定した。
・94２団体に対して統一した対応が必要であり、検証結果によっては市
民への影響も大きいため慎重な対応が求められる理由から、補助金交付団
体における加須市補助金適正化検討委員会のチェック項目及び評価方法の
検討に留まった。
・上記のことから、令和２年度は補助金のあり方について政策会議による
決定とする目標年であったことから、評価を「大幅に遅れている」とし
た。

【取組内容】
各種団体への補助金等の交
付目的を明確にし、成果を
検証した中で、一定の方針
を定め、各種団体補助金等
を全体的に見直します。

業務改善課

・施設使用料・交付
手数料の調査結果等
をもとに、統一した
基本方針を策定す
る。
・基本方針及び算定
基準に基づき、関係
各課と連携し、施設
使用料及び交付手数
料の見直しを行う。

行財政改革推
進事業

【取組内容】
様々な行政サービスのう
ち、特定の個人に対して便
益を提供するサービスにつ
いて、利用する者と利用し
ない者との負担の公平性を
図るため、一定の方針を定
め、施設使用料や交付手数
料等を全体的に見直しま
す。

【評価の理由】
・施設使用料、交付手数料について、目標としていた適正な使用料・手数
料の見直しに向け、方針を策定後、実施を目標としていたが、見直し対象
が多種多様であることから、算定基準（案）による試算にとどまり、方針
策定にも至らなかったことから、評価を「大幅に遅れている」とした。

業務改善課

51

各種団体補助
金等の見直し

【目的】
受益と負担の公平という観
点から、サービスと負担の
適正化を図るため、施設使
用料や団体補助金等を見直
します。

・補助金交付先団体
に対する委員会の
チェックポイントの
検討及び不適切な補
助があった交付先団
体への措置の総合的
な考え方についての
検討

４
・
大
幅
に
遅
れ
て
い
る

50

施設使用料・
交付手数料等
の見直し

【目的】
受益と負担の公平という観
点から、サービスと負担の
適正化を図るため、施設使
用料や団体補助金等を見直
します。

・前年度の政策会議
を踏まえ、基本方針
及び算定基準（案）
に基づいた施設使用
料及び交付手数料の
個別の料金の試算

４
・
大
幅
に
遅
れ
て
い
る

適正な使用料・手数料の設定

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ４　持続可能で安定的な行財政基盤の構築

施　　策　 （２）財政の健全化

事　　業 　①　収支の均衡

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 89.9 89.8 89.7 89.6 89.5

財政管理事業 実績 91.8 88.9 91.6 89.3 91.8

指標(単位) （　　）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 導入
作成
活用

作成
活用

作成
活用

作成
活用

財政管理事業 実績 導入
作成
活用

作成
活用

作成
活用

作成
活用

・施設の統廃合を検
討する際には必要に
応じて施設個別の行
政コスト計算書など
を作成する。

【評価の理由】
・固定資産台帳について、管理契約課との調整、連携によりスケジュール
どおりに更新することができた。
・近隣市及び類似団体の財務諸表の情報把握を行い、比較を行った。

【取組内容】
統一的な基準による地方公
会計を導入し、予算編成等
に積極的に活用し、限られ
た財源を「賢く使う」こと
につなげます。

財政課

・今後も引き続き、
人件費など経常経費
の抑制や、財源確保
に取り組み、経常収
支比率の改善を図っ
ていく。

【評価の理由】
・一般的に都市部にあっては７５%程度、町村にあっては７０%程度の比
率が妥当とされている数値で、これより５％超えると弾力性を失いつつあ
ると言われている。
・今年度においては、歳出面で会計年度任用職員制度の開始に伴う人件費
が大幅増となるなど、経常収支比率は昨年度より2.５ポイント増加、平成
28年度と同水準となったことから、やや遅れているとの評価とした。

【取組内容】
中・長期的な展望に立ち、
経常的な事業の見直しを進
めながら、予算全体に占め
る人件費や公債費、物件費
などの経常経費の割合を圧
縮し、政策的な分野への予
算配分につなげます。

財政課

53

統一的な基準
による地方公
会計の活用

【目的】
柔軟な財政運営を可能とす
るため、歳入の確保や経常
経費の抑制に取り組み、経
常収支比率の改善を図りま
す。

・財務書類４表の作
成、広報紙掲載（広
報かぞ４月号）、
ホームページ上での
公表、市議会への報
告
・予算編成に積極的
に活用するため、他
市との比較検討、分
析のための情報収集

２
・
概
ね
達
成

地方公会計の導入、財務書類等の作成・活用

52

経常収支比率
の改善

【目的】
柔軟な財政運営を可能とす
るため、歳入の確保や経常
経費の抑制に取り組み、経
常収支比率の改善を図りま
す。

■歳出は、会計年度任用職
員制度開始に伴う人件費の
増や、物件費の増などによ
り、経常収支比率の増加の
要因となった。
・人件費充当経常一般財源
5,128,170千円→
6,184,098千円（＋
1,055,928千円）
・物件費充当経常一般財源
4,175,561千円→
4,309,120（＋133,559
千円）

■歳入は、地方消費税交付
金の増や法人事業税交付金
等の皆増があったものの、
地方特例交付金の減等もあ
り、経常収支比率の増加の
要因となった。
・地方消費税交付金
1,937,712千円→
2,348,157千円（＋
410,445千円）
・法人事業税交付金 0千円
→77,583千円
・地方特例交付金
306,683千円→167,908
千円（▲138,775千円）

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

経常収支比率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ４　持続可能で安定的な行財政基盤の構築

施　　策　 （２）財政の健全化

事　　業 　①　収支の均衡

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （　　）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 実施 実施 実施 実施 実施

財政管理事業 実績 実施 実施 実施 実施 実施

・コロナ感染症対応
などの緊急的な補正
予算編成では、国か
らの情報を随時収集
し、漏れの無いよう
予算編成にあたる。
・当初予算編成で
は、政策調整課、業
務改善課と連携し、
特に今後課題となる
公共施設の管理費用
等については、中長
期的な面を考慮しな
がら、予算編成およ
び財政運営に取り組
む。

【評価の理由】
・事業管理シートを管理する政策調整課、補助金等の見直しを進める業務
改善課との合同によるサマーレビュー、三課ヒアリング、市長査定へと継
続して連携を図り、行政評価と連動した予算査定、編成を実施した。

【取組内容】
行政評価と連動した予算編
成を行い、行政評価による
見直し内容や市の施策の優
先順位などを適切に予算編
成に反映します。財政課

54

戦略的な予算
編成の実施

【目的】
柔軟な財政運営を可能とす
るため、歳入の確保や経常
経費の抑制に取り組み、経
常収支比率の改善を図りま
す。

・事業管理シートに
よる事業評価、総合
振興計画施策評価
シートによる施策ご
との優先度評価を踏
まえた予算編成を実
施

・政策調整課や業務
改善課と年を通して
連携し、予算編成と
事業管理シートの行
政評価と連動した予
算査定、編成の実施

・当初予算要求にお
いて各事業で前年度
一般財源を超えない
よう抑制を周知

２
・
概
ね
達
成

行政評価と連動した予算編成の実施

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ４　持続可能で安定的な行財政基盤の構築

施　　策　 （２）財政の健全化

事　　業 　②　債務残高の圧縮

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （億円）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 326 325 313 311 306

実績 320 328 321 329 329

指標(単位) （億円）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 0.7 0.1 3.8 0.4 0

実績 0.7 0.1 3.8 0.4 0.0

銀行等引受資金の繰上償還額 ・計画的に繰上償還
を行いながら債務残
高を考慮し、国の補
正予算債や交付税措
置のある有利な事業
債の活用を実施して
いく。

市債元金償還
事業

【評価の理由】
・市債管理基金を活用して借換可能な民間地方債の繰上償還（返済）を行
い、債務残高の圧縮と支払利子を軽減してきた。
・令和2年度は該当する市債償還がなかったため本評価とした。

【取組内容】
市債管理基金を活用し、銀
行等引受資金の繰上償還を
行います。財政課

・地方債借入れのため
の手法について確認
し、必要に応じ県の担
当者等と具体的な協議
を図る。

市債元金償還
事業

【評価の理由】
・市債の新規発行を適切に行った。
・国の補正予算債に対する事業債や交付税措置のある地方債を積極的に活
用した。
・普通建設事業の財源については、基金と市債を活用した。
・臨時財政対策債の増加、減収補てん債、教育債（小中学校情報通信ネッ
トワーク整備、田ケ谷小大規模改造）や衛生債（済生会新病院建設工事等
補助金）など、多額の市債発行が重なり、市債残高は令和元年度実績と横
ばいとなり目標値に達していないことから、やや遅れているとした。

【取組内容】
将来世代に過度の財政負担
を残さないよう、建設事業
の計画的な実施と基金積立
金の活用により、市債の新
規発行を適切に行います。

財政課

56

繰上償還の実
施

【目的】
高利率の市債について繰上
償還を行い、また、市債の
償還と新規借入れのバラン
スを図り、将来世代の負担
となる市債残高の圧縮に努
めます。

・起債後１０年、１
５年経過した銀行等
引受資金を対象に繰
上償還する計画であ
るが、令和２年度決
算では、対象となる
借入が無かったた
め、繰上償還は実施
していない。

１
・
目
標
を
達
成

55

市債の適切な
新規発行

【目的】
高利率の市債について繰上
償還を行い、また、市債の
償還と新規借入れのバラン
スを図り、将来世代の負担
となる市債残高の圧縮に努
めます。

・建設事業の計画的な実
施と基金積立金の活用に
よる市債の適切な発行
臨時財政対策債
1,444,766千円、減収
補てん債104,067千
円、一般単独事業債（済
生会新病院建設工事等補
助金）812,500千円、
学校教育施設等整備事業
債（田ケ谷小大規模改
造・小中学校情報通信
ネットワーク環境整備・
大越、樋遣川幼稚園耐震
補強工事）647,500千
円などの発行
発行総額3,185,533千
円

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

普通会計における市債残高

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市役所力」の向上
基本目標　 ４　持続可能で安定的な行財政基盤の構築

施　　策　 （２）財政の健全化

事　　業 　③　将来への備え

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （　）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 0% 40％以内 0% 24％以内 36％以内

実績 0% 38.8% 13.1% 6.9% 6.2%

・公共施設等の統廃
合、感染症予防対策
や経済対策など、今
後の財政需要を考慮
しながら、各基金へ
の積立、積戻しや、
各年度の元利償還
額・市債残高を試算
等し、財源の確保に
あたる。

財政調整基
金・市債管理
基金事業・公
共施設等再整
備基金事業

※財政課調整基金の活用率＝財政調整基金活用額（累計取崩額ー累計積戻額）／
財政調整基金活用可能額１６億円（望ましい水準28.5億円ー最低水準12.5億
円）%
※取崩した基金の額は、翌年度に50%、翌々年度までに１００％の額を積戻すこ
とを目標とする。
・令和２年度　財政調整基金の活用率＝（8.41億ー7.43億）／16億円＝6.125
≒6.2%
【評価の理由】
・財政調整基金のR2年度の実績は、元金・利子積立ての1,305千円、取崩しはオ
リンピック関連事業の909千円と活用率は低いものとなったが、公共施設等再整
備基金への積立ては700,261千円としたため、概ね達成とした。
・市債管理基金は、Ｒ２当初予算一般会計の財源確保のため、100,000千円を繰
入し活用した。

【取組内容】
財政調整基金の残高の目安
を定め、積み立て、活用し
ます。また、各年度に見込
まれる予算の剰余額につい
て、残余を公共施設等再整
備基金などに計画的に積み
立て、活用します。

財政課

57

計画的な基金
への積立と活
用

【目的】
急激な歳入の減少や公共施
設の再整備、再配置、今後
生じ得る新たなニーズなど
に、的確かつ迅速に対応で
きるように、計画的な基金
運用を行います。

・財政調整基金への積立
金
1,305千円
・公共施設等再整備基金
からの取崩し 538,402
千円
・医療体制確保基金から
の取崩し 439,683千円
・【参考】
主な基金のR2年度末残高
財政調整基金
2,745,190千円
市債管理基金
364,313千円
公共施設等再整備基金
1,863,087千円
医療体制確保基金
3,653,882千円
土地開発基金
485,698千円

２
・
概
ね
達
成

財政調整基金の活用率※

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　①　自助・共助の範囲の拡大

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 62 65 67 68 69

実績 54 47 43 41 41

指標(単位) （ 区域 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 周知 周知・準備 4 10 16

実績 周知 周知・準備 2 5 13

２
・
概
ね
達
成

地域ブロンズ会議（第2層）の設置区域数（累計） ・生活支援コーディ
ネーター及び高齢者相
談センターとの連携を
一層推進する。
・既存のブロンズ会議
の運営状況を確認し、
意見交換及び情報提供
を行う。
・ブロンズ会議未設置
地域の住民が「やりた
い」と思うような情報
を整理し、啓発を行
う。

地域ブロンズ
会議事業

【評価の理由】
・第2層ブロンズ会議の設置に向けて地域住民と調整し、概ね理解を得て
推進したことにより、同会議設置数が目標値の80％以上に達したため。

【取組内容】
自治協力団体、民生委員、
老人クラブなどの多様な主体が
参画し、地域の絆と協働の力で
高齢者を支え合う地域づくりを
目指して、地域住民が必要なし
くみづくりを行う地域ブロンズ
会議の設置と活動を推進しま
す。

高齢介護課

【取組内容】
「災害時要援護者登録制
度」の周知拡大と避難援助
者の登録を推進します。

地域福祉課

58-1

高齢者を支え
合う地域づく
り

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・第1層協議体（市介
護保険運営協議会）
を開催・地域で高齢
者を支え合う仕組み
づくりについて啓発
・既存のブロンズ会
議の運営支援
・ブロンズ会議の発
足支援
・ブロンズ会議未設
置地域の住民に趣旨
説明及び意見交換、
情報共有
・社会福祉協議会
（生活支援コーディ
ネーター）及び高齢
者相談センター（ブ
ロンズ会議事務局）
と定期的に意見交換
及び情報共有

事業の改善点・
今後の取組内容等

58

地域の支え合
いの推進

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・自治協力団体、自
主防災組織、消防団
の代表者及び民生委
員の協力による「災
害時要援護者名簿」
の周知拡大、推進活
動等が行われ新規登
録者が増加
・自治協力団体、民
生委員等に「災害時
要援護者名簿」を提
供し、見守り活動に
活用

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

災害時要援護者全登録者数に対する支援者の登録割合 ・要援護者登録の増加
だけでなく、避難援助
者の登録を推進するた
め、民生委員などの避
難支援等関係者へ、制
度や避難援助者登録の
必要性の説明を行うと
ともに、ホームページ
やパンフレットの更新
を行う。
・地区防災訓練等様々
な機会を捉えて制度の
周知と避難援助者登録
の呼び掛けを行い、地
域の助け合いを推進す
る。

災害時要援護
者支援事業

【評価の理由】
・R2年度 災害時要援護者名簿登録者 　6,946人 ※159人増
               上記のうち避難援助者の登録がある者　 2,873人 ※107人増

・広域避難地域における未登録者への登録勧奨などを行った結果、災害時
要援護者名簿の登録数は増加したが、避難援助者の登録がない方も多く、
目標値を下回ったため。
・なお、地域の避難支援等関係者を中心に避難援助者の登録が進められる
など、登録率が向上している地域もある。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　①　自助・共助の範囲の拡大

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 50 50 50 50 50

実績 17.7 17.1 18.1 18.9 13.6

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 55 60 35 40 45

実績 30.9 32.8 41.0 41.4 31.9

指標(単位) （ g ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 864 857 850 845 836

実績 988 984 995 966 1010

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 40 40 40 40 40

実績 39.1 38.8 38.4 37.1 38.4

・リサイクル率が上昇
している自治体の取り
組みを調査し、導入を
検討する。
・SNSやホームペー
ジ、広報紙、アプリ等
を活用し、積極的な周
知を行う。
・飲食店や食品小売店
での食品ロスを削減す
る「食べきりかぞ」協
力店の拡充を図る。
・プラスチックごみの
排出抑制を図るため、
マイバック利用促進な
どの啓発を行う。

5Rの推進事業 【取組内容】
各家庭において「５Ｒ」を推進
します。ごみの発生抑制（リ
デュース）、再使用（リユー
ス）、不要なものを買わない・
もらわない（リフューズ）、修
理しながら長く使い続ける（リ
ペア）ことに取り組むととも
に、再生利用（リサイクル）の
ために、ごみの分別を徹底しま
す。

ごみの資源化率

資源リサイク
ル課

【評価の理由】
・指標は目標に達していないものの、ごみの資源化率は、引き続き県内第
１位（全国順位は第５位）の高い水準を維持することができた。

60

ごみの資源
化・減量化の
推進

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・ごみに関する情報
を広報紙に隔月掲載
するとともに、ホー
ムページやアプリを
活用し、周知を実施
・食品ロス削減啓発
として『食べきり
“かぞ”協力店』の
募集を行い、57店舗
の登録あり(令和3年3
月3１日現在)。
・看板作成支援や交
付金の交付など、リ
サイクル推進協力会
の取り組みを支援。

２
・
概
ね
達
成

一人一日当たりのごみの排出量

・がん検診受診率向
上のため、保健事業
の機会や広報などを
活用し、周知に取り
組む。
・祝日のコールセン
ター開設
・web予約（胃・肺
がん検診）
・マイナポータル事
業
・人工知能を活用し
たデータ分析等によ
り、受診率向上対策
を継続して実施す
る。

がん検診事業
ほか

国保健診（特定健診）受診率

【取組内容】
市民一人ひとりが、「自分
の健康は自分で守る」とい
う意識のもとに、それぞれ
のライフステージにあわせ
た健康づくりを実践しま
す。

いきいき健康
長寿課、国保
年金課

【評価の理由】
・受診率向上の取り組みを実施しながら検診を行った。新型コロナウイル
ス感染予防のため、集団検診は一回当たりの定員を減らし実施したことか
ら、肺がん検診及び国保健診受診率は前年度より低下した。

59

健康づくりの
推進

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・肺がん等の各種が
ん検診の実施
・国保健診（特定健
診）等の実施
・受診率向上に向け
た取り組みの実施

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

肺がん検診受診率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　①　自助・共助の範囲の拡大

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （団体）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 38 39 40 41 42

実績 35 35 40 37 38

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 34,900 35,000 35,100 35,200 35,300

実績 32,347 33,575 31,442 22,034 1,549

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 44.8 46.9 48.8 50.7 52.5

実績 44.4 46.1 47.9 49.1 50.5

・引き続き広報等に
より補助金制度の周
知及び転換啓発に努
めていく。

浄化槽転換促
進事業

【評価の理由】
・浄化槽転換補助金定数80基に対し、20基を転換補助。また、市報や
HP等で合併処理浄化槽への転換啓発や補助金制度の周知、適正な維持管
理の啓発が出来ているが、実績値が目標値に届いていないため。

【取組内容】
生活排水による水質汚濁の
改善のため、浄化槽整備区
域内に設置された単独処理
浄化槽・汲取り便槽から合
併処理浄化槽への転換を促
進します。

環境政策課

62

合併処理浄化
槽の普及促進

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・浄化槽の維持管理
について広報誌に掲
載
・合併処理浄化槽へ
の転換に対する補助 ２

・
概
ね
達
成

浄化槽整備区域内の合併処理浄化槽普及率

・広報紙やホーム
ページを利用し更な
る周知、啓発を行
い、既存団体の活動
の充実を図るととも
に、参加者数・参加
団体数の増加を目指
す。
・新型コロナウイル
ス感染症の感染状況
を注視しながら、一
斉清掃（快適かぞ）
を実施

環境美化推進
事業ほか

一斉清掃への参加者数

【取組内容】
自宅周辺のごみ拾いや地域
の清掃活動、美化活動など
に積極的に取り組みます。

環境政策課・
資源リサイク
ル課

【評価の理由】
・新規登録団体が１団体加わり、既存登録団体の活動も継続的に行われており、
環境美化活動が持続的に行われ、快適な環境づくりが推進されている。

・各地域一斉清掃の実施は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、全12回
の計画のうち11回中止となった。

61

周辺環境の美
化活動

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・公共施設等でのボ
ランティア団体等に
よる環境美化活動支
援
・ホームページや広
報等での周知
・美化新聞の作成・
発行
・各地域一斉清掃を
実施
※新型コロナウイル
ス感染症拡大防止の
ため、全12回の計画
のうち11回中止

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

環境美化活動サポート団体登録数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　①　自助・共助の範囲の拡大

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 8,010 8,020 8,030 5,500 5,500

実績 7,547 4,781 5,383 4,962 3,763

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 34,700 34,900 35,100 39,500 39,500

実績 38,111 36,787 39,250 31,740 0

指標(単位) （時間）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 3,400 3,450 3,500 3,550 3,600

実績 4,752 4,315 4,505 3,772 2,314

指標(単位) （地区）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 2 2 2 3 3

実績 1 1 1 1 1

・加須市商工会及び
庁内関係各課と連携
し、更なる制度の周
知に努める。

地域通貨発行
による地域福
祉サービス支
援事業

自主的に事業の利用を促進している拠点数

【取組内容】
市民一人ひとりが、「おた
すけサポーター」（有償ボ
ランティア）として高齢者
や障がいのある方、育児中
の方など日常生活で困って
いる方を支援する取組に積
極的に参加し、地域での支
え合いや絆を深めます。

産業振興課、
高齢介護課、
障がい者福祉
課

【評価の理由】
・加須市商工会と連携し、制度の周知や利用会員及びおたすけサポーターの募集
を行ったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、やむを得ず絆サポート事
業の一時的な休止を行った。これにより、サービスの利用時間数については、実
績値が目標値を下回った。

子育てサロン利用者数

子育て支援課 【評価の理由】
・（ファミリーサポートセンター事業）新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う
緊急事態宣言の発出と小中学校の休校等により、その時期は利用件数が大幅に減
少した。しかし、緊急事態宣言の解除後は、前年同月の８割程度の利用件数と
なったため、需要は高い。
・（子育てサロン事業）新型コロナウイルス感染防止対策により、子育てサロン
を開催することができなかった。

64

ちょこっとお
たすけ絆サ
ポート事業の
推進

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・加須市商工会と連
携した制度の周知
・広報紙やホーム
ページへの掲載、ち
らしの配布等による
利用会員及びおたす
けサポーターの募集

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

サービスの利用時間数

事業の改善点・
今後の取組内容等

63

支え合いによ
る子育ての推
進

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

（ファミリーサポートセン
ター事業）
・制度の周知及び新規会員
の募集
・相互援助活動実施のため
の調整
・保育知識の向上を図る養
成講習会の開催
（子育てサロン事業）
・子育てサロンの開催は中
止

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

ファミリーサポート事業年間利用件数 （ファミリーサポー
トセンター事業）
・会員の高齢化に伴
い、協力できる会員
数が減少していくた
め、新規会員の募集
に努める。
（子育てサロン事
業）
・イベント・集会等
の開催方針に基づ
き、感染防止対策を
講じた上で、子育て
サロンの開催を検討
する。

ファミリーサ
ポートセン
ター事業ほか

【取組内容】
ファミリー・サポート・セン
ター事業では、育児の援助を必
要とする方（利用会員）とこれ
に協力できる方（協力会員）な
どが会員として登録し、相互援
助活動を行うことで、地域での
支え合いによる子育てを推進し
ます。また、子育てサロン事業
では、子育て中の親子を対象に
子育て相談や情報交換等の場の
提供及び子育てサークル等子育
てボランティアへの活動の場の
提供と支援を図ります。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　①　自助・共助の範囲の拡大

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 4,920 4,920 4,920 4,920 4,920

実績 4,740 4,736 4,586 4,254 4,167

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 335 340 345 350

実績 302 308 320 321 251

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 13 14 15 16 17

実績 7 7 8 8 0

市民講師登録者数 ・公民館や各文化・学
習センター等に市民講
師活用の働きかけを行
う。
・シニア世代が有する
豊かな知識や経験を、
市民講師となって地域
の皆さんに伝えていた
だくことで、シニア世
代の地域デビューを支
援する。
・市民講師の活用を進
めるために、市民講師
企画講座や一日体験教
室、市民講師派遣事業
の実施などを検討して
いく。

生涯学習きっ
かけづくり支
援事業 市民講師の活用率

【取組内容】
「市民講師制度」を市民に
紹介・周知し、市民の利用
と市民講師の登録を促進し
ます。

生涯学習課

【評価の理由】
・市民講師の登録者数を増やすとともに、市民講師台帳の更新（転出者等
の削除）を行い、イベントや各種セミナー（講座）での活用を推進した
が、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、イベントや各種セミナー
（講座）を中止としたため。

・今年度において
も、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止の
観点から、実施方法
を検討するととも
に、依頼する活動を
精選していく。
・新規登録者を増や
し、継続的かつ充実
した活動が展開でき
るようにしていく。

学校いきいき
ステーション
事業 【評価の理由】

・新型コロナウイル感染拡大防止のため、学校応援団の協力をいただくこ
とが難しい活動もあった。しかし、各園・各校が実施方法を工夫し、特に
屋外の教育活動においては、多くの方に協力をいただき、学校・家庭・地
域が一体となった活動を展開できた。

【取組内容】
公立幼稚園、小・中学校応援団
ボランティアの組織を活用し、
学校・家庭・地域が一体となっ
た様々な活動を展開すること
で、子どもの健全育成に取り組
みます。

学校教育課

66

経験などを生
かした地域貢
献

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・市民講師情報の更
新
・生涯学習セミナー
での専門講師の積極
的登用 ６

・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

65

学校いきいき
ステーション
事業の実施

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・「ふれあい推進
長」の委嘱と「学校
（幼稚園）応援団」
の組織

・「学校（幼稚園）
応援団」による学校
（園）の教育活動の
具体的支援（学習支
援、登下校時の安
心・安全の確保、学
校（園）の環境整備
など）

・子ども110番の家
の委託

２
・
概
ね
達
成

公立幼稚園、小・中学校応援団ボランティア登録数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　①　自助・共助の範囲の拡大

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 430 440 450 460 470

実績 218 180 0 0 0

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 150 152 155 157 160

実績 142 181 178 125 0

ボランティア講座の延べ受講者数 ・多様なボランティ
ア養成講座を他課に
渡って開催できるよ
う、関係課の拡充を
図る。

生涯学習きっ
かけづくり支
援事業 【評価の理由】

・市民学習カレッジ「介護予防サポーター養成講座」を生涯学習課と高齢
者福祉課の共催により企画したが、新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、イベントや各種セミナー（講座）を中止としたため。

【取組内容】
広く市民にボランティアに
関する情報を提供するな
ど、市民がボランティア活
動に参加しやすくなるよ
う、ボランティア養成講座
を開催します。

生涯学習課

・これまでの市民会
議の経験を受け、新
たな人材の発掘及び
育成を行う。
・従来の提案型から
参加所が主体的に行
動する実践型の会議
へシフトする。
・新型コロナウイル
ス感染症対策に留意
しながら、可能な形
で市民会議が開催で
きるように検討す
る。

協働推進事業

【評価の理由】
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、市民会議が実施できな
かったため。【取組内容】

誰もが参加できるまちづく
り市民会議の運営を支援す
るとともに、まちづくり市
民会議からの提言の反映に
努めます。

市民協働推進
課

68

ボランティア
養成講座の開
催

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・新たにボランティ
アを養成するための
講座の企画

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

67

まちづくり市
民会議の推進

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・まちづくり市民会
議のマンネリ化から
脱却するため、現状
について一から見直
し、内容や開催方法
について検討し、実
施する予定であった
が、新型コロナウイ
ルス感染症拡大のた
め、開催できなかっ
た。

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

市民会議・報告会参加者数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　①　自助・共助の範囲の拡大

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 4,265 4,800 4,875 4,950 5,025

実績 4,725 5,291 6,598 4,888 2,862

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 44 45 46 47 48

実績 43 36 37 40 0

地域活動に参加する職員の割合 ・主体かつ積極的に
地域のことを考え、
地域に飛び出せる職
員を育成するととも
に、環境の整備を行
う。
・地域で楽しく気軽
に活動できる職員を
増やすために、簡単
かつ手軽な研修会や
勉強会を実施してい
く。

協働推進事業

【評価の理由】
 ・新型コロナウイルス感染予防対策により、各自治協力団体の活動が制
限され参加する行事等が行われることが無かったため。【取組内容】

市民主体のまちづくりを円
滑に推進するため、市職員
の自主的な地域活動への参
加を促進します。

市民協働推進
課

・市民活動ステー
ションスタッフと連
携し、施設利用者の
増加及び団体の新規
登録を促進する。
・定年となった方や
元気な高齢者の地域
デビューに関する具
体的な方策を検討
し、PRする。

地域市民活動
促進事業

【評価の理由】
・市民活動ステーションは、新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事
態宣言発令のため、令和２年４月６日～５月３１日まで閉館。開館後も、
感染防止から活動の縮小等を余儀なくされる団体が多く、利用者数は大幅
に減少した。

【取組内容】
市民活動ステーションをま
ちづくり団体と協働で運営
し、市民活動ステーション
を拠点とした市民活動への
参加促進を図り、協働によ
るまちづくりを推進しま
す。

市民協働推進
課

70

地域活動への
参加

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・協働によるまちづ
くり推進員56名の任
命
・広報紙による協働
ニュースの掲載

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

69

市民活動ス
テーションの
活用

【目的】
自分でできることは自分で
行う「自助」と、自分たち
の住んでいる地域のことは
地域で行う「共助」の範囲
をできる限り拡大します。

・まちづくり連携組
織との協働運営によ
る、市民活動団体へ
の様々な支援（情報
提供・機器利用な
ど）

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

市民活動ステーションの年間利用者数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　②　各種団体などの主体的運営と参画

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （団体）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 68 70 72 74 76

実績 73 80 79 79 82

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 40 46 52 57 62

実績 27.8 28.0 27.4 22.0 0.6

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 75.0 77.8 80.6 83.4 100.0

実績 75.9 81.3 83.2 85.7 91.1

自主防災組織に対する自主防災訓練の実施数の割合 ・自主防災組織未設
立の自治協力団体に
対しては、計画的に
個別アプローチして
いく。
・新規設立団体につ
いては、設立から間
を置かず訓練を実施
し、継続していく行
えるよう支援してい
く。
・新型コロナウイル
スの感染状況を踏ま
えたうえで、訓練を
実施していない既存
団体については、出
前講座や、個別訓練
の実施を促し支援し
ていく。

自主防災活動
組織育成・支
援事業 自主防災組織の組織率

【取組内容】
「自分たちの地域は自分た
ちで守る」という連帯感に
基づき、各地区において自
発的に初期消火や救出救護
などの防災活動を行う組織
の設立を目指します。

危機管理防災
課

【評価の理由】
・自主防災組織の組織率については、新たに５団体設立され目標をおおむ
ね達成することができたが、自主防災組織に対する自主防災訓練の実施割
合については、新型コロナウイルス感染症対策のため、実施した団体が１
団体だけであったことから本評価とした。

・引き続き、地域市
民活動支援補助金の
申請受付及びNPO設
立認証事務等を実施
する。
・人と人とが接触す
る機会が取りにくい
コロナ禍とあって
は、市民活動の実施
について様々な工夫
が必要となる。

地域市民活動
促進事業

【評価の理由】
・補助金の交付や市民活動ステーションによる支援を実施したことによ
り、地域市民活動支援団体数が目標値を達成したため。【取組内容】

市民の自主的・主体的な地
域市民活動への参加促進を
図り、協働によるまちづく
りを推進します。また、市
民活動団体の育成及び活動
支援を行います。

市民協働推進
課

72

地域による防
災体制の構築

【目的】
市の関与を受けている団体
などにおいては、事務や管
理運営の自立性の向上に取
り組み、それぞれの団体な
どの設置目的に沿って主体
的に活動します。

・自主防災組織数：１５
５団体
・R2新規設立団体：５
団体
・自主防災組織の新規結
成と活動支援（出前講座
と個別説明の実施）
・自主防災訓練実施団
体：１団体（１団体以外
の団体では、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止
のため中止または延期と
なった）
・設立までに要する経
費、防災資機材の購入経
費及び防災訓練等経費に
対する補助金交付（R2
訓練補助：２団体、資機
材補助：１５団体）

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

71

ボランティアの
育成、ＮＰＯ・
ボランティア活
動の拡大

【目的】
市の関与を受けている団体
などにおいては、事務や管
理運営の自立性の向上に取
り組み、それぞれの団体な
どの設置目的に沿って主体
的に活動します。

・団体の成長に合わ
せた地域市民活動支
援補助金の交付（5団
体）
・市民活動ステー
ションを拠点とした
各団体への活動支援

１
・
目
標
を
達
成

地域市民活動団体数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　②　各種団体などの主体的運営と参画

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 72 74 76 78 80

実績 70.4 73.2 74.9 76.5 77.7

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 66 68 70 72 74

実績 65.9 68.2 69.8 72.1 73.2

指標(単位) （団体）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 87 83 79 76 73

実績 88 84 83 86 82

・市職員が会計事務
に関与せざるを得な
い団体については，
事業内容等を検討
し，これを整理統合
して団体の自立を図
るように助言や指導
をする。
・市職員が会計事務
に関与することが前
提となるような団体
等の設立を抑制す
る。

行財政改革推
進事業

【評価の理由】
・団体の自主運営を促進するとともに、職員が団体の会計事務等に関与せ
ざるを得ない場合には、所管課による団体会計事務の徹底や所属課以外の
課による関係書類の確認及び実地査察を行い、事故の未然防止に努めたこ
とから、目標としていた会計に市職員が関与している団体について、概ね
達成することができた（82団体／総数 1,029団体＝8.0%）。

【取組内容】
市（職員）が事務局機能を
果たしている団体などにつ
いて、より主体性を持ち、
活性化が図れるようにする
ため、予算・決算、出納な
どの事務を自ら処理できる
ように、適宜、助言等を行
います。

業務改善課

74

事務執行体制
の自立

【目的】
市の関与を受けている団体
などにおいては、事務や管
理運営の自立性の向上に取
り組み、それぞれの団体な
どの設置目的に沿って主体
的に活動します。

・関係書類の確認及
び実地査察を６～8月
に実施（財政課、総
務課、会計課）
・実地査察において
補助団体等の関係団
体おける職員として
の関わり及び不正を
防止するための体制
及び補助金の適切な
取扱状況を確認

２
・
概
ね
達
成

市職員が会計事務に携わっている団体数

・加須警察署と連携
し、自主防犯組織に
向けた防犯講習会を
引き続き実施する。
・未設立の自治協力
団体へ、引き続き、
危機管理防災課と連
携し設立依頼を行
う。
・自主防犯組織と自
主防災組織への補助
金について、危機管
理防災課とともに見
直しを検討する。

自主防犯活動
組織育成・支
援事業 自主防犯組織の活動率

【取組内容】
各自治協力団体に自主防犯
組織を設置し、地域による
自主防犯活動（パトロール
など）を行い、地域の防犯
力の向上を目指します。

交通防犯課

【評価の理由】
・自治協力団体179団体のうち、自主防犯組織数は139団体（組織率：
77.7％）で、そのうち131団体（73.2％）が活動し、目標をおおむね達
成しているため。

73

地域による防
犯体制の構築

【目的】
市の関与を受けている団体
などにおいては、事務や管
理運営の自立性の向上に取
り組み、それぞれの団体な
どの設置目的に沿って主体
的に活動します。

・自主防犯組織への
補助金交付
・既存組織実態調査
の実施
・危機管理防災課と
の連携による未設置
自治協力団体への設
立依頼
・個人及び団体への
感謝状贈呈
・新規団体設立時の
相談対応

２
・
概
ね
達
成

自主防犯組織の組織率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （１）自主性・主体性の向上

事　　業 　③　雇用機会の拡充

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 480 480 480 480 480

実績 532 516 549 470 357

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 5 5 2 2 10

実績 3 1 1 2 5

市内への立地事業所数

企業立地促進
事業

【取組内容】
雇用の拡大、担い手の流
入、財源の確保を図るた
め、県や関係機関と連携
し、工業団地や民有地物件
などへの企業立地を促進し
ます。

産業振興課

【取組内容】
ふるさとハローワークを国
とともに管理・運営し、求
職者に身近で便利な就業相
談・職業紹介を行い、早期
就業に向けた支援を行いま
す。

産業振興課

76

企業誘致・立
地支援などの
推進
※再掲
（№４６）

【目的】
市民生活の基盤となる就業
を確保するとともに、地域
の産業と経済の活性化に繋
げるため、雇用機会の拡充
と支援に努めます。

事業の改善点・
今後の取組内容等

75

ふるさとハ
ローワークの
活用

【目的】
市民生活の基盤となる就業
を確保するとともに、地域
の産業と経済の活性化に繋
げるため、雇用機会の拡充
と支援に努めます。

・ふるさとハロー
ワークの維持管理
・利用の促進（チラ
シやホームぺージ等
によるPR)
・雇用情勢等のデー
タ収集と分析

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

ふるさとハローワークを活用した就職者数 ・広報誌やホーム
ページ等によるPRに
努め、利用を促進す
る
・国からの情報収集
を行い、景気情勢の
指標を作成する
・ハローワーク行田
との連携強化を図る

ふるさとハ
ローワーク事
業 【評価の理由】

・ふるさとハローワークの管理に関する覚書で掲げる年間就職者４８０名
という目標値に対して、70%を超える実績であった。
※新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言下により令和２年４月２２日～
令和２年５月３１日まで閉庁

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （２）市民負担の適正化

事　　業 　①　自主納付の推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 44.6 44.7 44.8 44.9 45.0

実績 44.5 44.8 44.3 45.3 46.9

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 32.0 32.0 32.0 32.0 32.0

実績 35.9 39.0 41.3 42.7 45.1

・口座振替による納
期限内納付の促進
・コンビニ納付の適
切な運用
・ペイジー納付の周
知、適切な運用

収納事業ほか コンビニ納付の年間利用割合

【取組内容】
日頃から納税意識を持ち、
納付忘れや残高不足がない
よう、市税などの納期限内
の納付を心がけます。ま
た、税金等を納付しやすい
環境の整備を促進します。

収納課・会計
課

【評価の理由】
・口座振替強化月間の設定により、金融機関と連携を図り、広報誌等で周
知を行い口座振替の利用を推進した。また、納税者にコンビニ納付を提案
することで納付機会が拡大し、利用率が上昇した。

77

税・料金など
の確実な納付

【目的】
私たちが納めることとなる
税や料金などが、まちづく
りの貴重な財源となること
を意識し、税や料金などの
期限内の納付に努めます。
また、税金や各種料金を納
付しやすい環境の整備を促
進します。

・口座振替の推進
（窓口での推奨及び
口座振替強化月間の
設定、広報誌等への
掲載）
・納期限の周知等に
より、納期限内納付
を促進

１
・
目
標
を
達
成

口座振替の割合

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「市民力」の向上
基本目標　 5　まちづくりの主体の一人として考え行動する市民

施　　策　 （２）市民負担の適正化

事　　業 　②　受益に応じた適正な負担【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ % ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 94.8 94.9 95.0 95.1 95.2

実績 94.9 95.0 95.1 95.0 95.1

・収納対策部会を開
催し、各種料金等の
収納状況や消滅債権
状況を確認する。
・年度当初に、収納
対策実施要領・年間
スケジュールを策定
し、計画的に収納対
策実施するととも
に、債権管理の適正
化に努める。

収納事業

【評価の理由】
・各種料金等収納対策実施要領及び年間スケジュールに基づいた収納対策
が図られ、収納率向上に止めたが目標数値を達成することができなかっ
た。

【取組内容】
分担金、負担金及び使用料
などの利用者負担が生じる
行政サービスを利用する場
合は、負担すべき金額を確
実に納めます。

収納課

78

使用料などの
確実な納付

【目的】
行政サービスを利用するに
当たり、自らが利用する
サービスについて、受ける
利益に応じた適正な負担を
します。

・各種料金等所管課
と連携を図り、収納
状況や消滅債権状況
を確認
・各種料金等の特性
に合わせた収納対策
実施要領、年間スケ
ジュールを作成し、
総合的かつ計画的に
収納対策を実施

２
・
概
ね
達
成

各種料金などの収納率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （１）市政への参画の促進

事　　業 　①　市民との対話の推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 920 940 960 980 1,000

実績 968 920 932 1,009 0

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 240 240 240 240 240

実績 307 447 215 191 14

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

出前市長室に参加した人数 ・引き続き、市民と
の対話を推進する。
・コロナ禍における
開催方法を検討す
る。

出前市長室開
催事業

【評価の理由】
・令和２年度は、新型コロナウイルス感染予防のため、開催を休止したこ
とにより参加人数が大幅に減少した。

【取組内容】
市長本人が、市長との対話
を希望する市民団体等に伺
い、対話集会を行います。秘書課

【取組内容】
市民と行政の相互理解を深
めるため、各地域で広聴集
会を開催し、テーマや市政
全般について、市民の意見
や要望などを伺います。政策調整課

80

出前市長室の
推進

【目的】
市政についての話し合い
や、出前市長室、オープン
市長室などを開催して、市
民との対話を推進します。

・１団体、計１４人
の方々が参加し、団
体からいただいた意
見や要望等に対し、
担当課と対応を調整
・団体から寄せられ
た意見、提言等を収
集し、可能な限り市
政に反映

事業の改善点・
今後の取組内容等

79

市政について
の話し合いの
開催

【目的】
市政についての話し合い
や、出前市長室、オープン
市長室などを開催して、市
民との対話を推進します。

・新型コロナウイル
ス感染拡大防止のた
め開催中止
・要望等への回答及
び対応状況の把握

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

市政についての話し合いに参加した人数 ・要望等への対応が
終了するまでフォ
ローアップを定期的
に行う。また、回答
については必要に応
じ文書や電話等で回
答し、自治連役員会
に対応状況を報告す
る。
・自治連各支部の結
論を踏まえ、加須地
域８、騎西地域１、
北川辺地域１、大利
根地域１の合計１１
地区で開催すること
としていたが、コロ
ナ禍における開催方
法を再度検討する。
・実施結果を踏ま
え、開催会場・開催
時間等が適当であっ
たか検証する。

市政について
の話し合い開
催事業 【評価の理由】

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止としたた
め。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （１）市政への参画の促進

事　　業 　①　市民との対話の推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 120 120 120 120 120

実績 25 41 7 － －

・「市長への手紙・
メール事業」や「出
前市長室開催事業」
が浸透してきたこと
などにより、本事業
の目的等が推進され
ているため、令和元
年度以降、休止であ
る。

オープン市長
室開催事業

【評価の理由】
　－

【取組内容】
毎月、本庁舎と各総合支所
でオープン市長室を開催
し、市長本人が、市政運営
についての意見や要望を伺
います。

秘書課

81

オープン市長
室の推進

【目的】
市政についての話し合い
や、出前市長室、オープン
市長室などを開催して、市
民との対話を推進します。

・令和元年度以降、
休止

－

市長と直接対話をした市民の人数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （１）市政への参画の促進

事　　業 　②　意見聴取の機会の拡充

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 回 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 2 2 2 2 2

実績 3 1 2 5 5

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 1,300 1,600 1,900 2,200 2,500

実績 1,484 2,391 3,011 4,201 4,873

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 400 500 600 700 800

実績 876 1,470 1,748 1,884 2,002

１
・
目
標
を
達
成

ツイッターへの累計フォロワー数 ・更なるSNSの有効
活用と、積極的な情
報発信を行う。

ホームページ
等・SNS活用
事業

フェイスブックへの累計「いいね」数

【取組内容】
フェイスブックなどのSNS
（ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス）を有効活用し、
行政情報やイベント情報などを
積極的に、また、分かりやすく
発信します。さらに、SNSの
有効活用として、機能を拡充さ
せることを検討し、世代別ニー
ズ等の把握や、それぞれのニー
ズに適した情報を発信するな
ど、多様な事業への活用を推進
します。

【評価の理由】
・ツイッターのフォロワー数やフェイスブックの「いいね」投稿数が増加
し、SNSの積極的な有効活用が図れているため。シティプロ

モーション課

【取組内容】
市民の意見を把握し、総合振興
計画や各部門計画の策定に活か
すため、市民意識調査を行いま
す。

政策調整課

83

ＳＮＳ（ソー
シャル・ネッ
トワーキン
グ・サービ
ス）の推進

【目的】
市民の思いや考え方を市政に取
り入れ、仕事の見直しや政策形
成に反映するため、市民の意見
を伺う機会を拡充します。ま
た、市民の意見や要望などに対
し、スピード感を持って確実な
フォローを行います。

・SNS（フェイス
ブック、インスタグ
ラム）の宣伝機能の
活用
・SNSを有効活用
し、行政情報やイベ
ント情報を積極的に
発信

事業の改善点・
今後の取組内容等

82

市民意識調査
の実施

【目的】
市民の思いや考え方を市政に取
り入れ、仕事の見直しや政策形
成に反映するため、市民の意見
を伺う機会を拡充します。ま
た、市民の意見や要望などに対
し、スピード感を持って確実な
フォローを行います。

・各部門計画の策定
等において市民意識
調査を実施し、市民
のニーズを把握（計
画策定の基礎資料と
して活用）

１
・
目
標
を
達
成

調査実施回数 ・各部門計画の策定
等において市民意識
調査を実施し、市民
のニーズを的確に把
握し、計画策定の基
礎資料としての活用
を図る。

総合振興計画
進行管理事業

【評価の理由】
・市民意識調査を実施し、市民のニーズを的確に把握することで、現行計
画の進捗状況を把握し、計画策定に活用することができた。
 ①障害者計画
 ②地域福祉計画
 ③健康づくり推進計画
 ④環境基本計画
 ⑤男女共同参画基本計画

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （１）市政への参画の促進

事　　業 　②　意見聴取の機会の拡充

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 50 50 50 50 50

実績 24.5 26.7 41.9 17.9 30.4

・担当部長を中心と
した対応により、迅
速かつ適切で、より
丁寧な回答をする。
・手紙等の内容につ
いて、政策的な事項
が増加してきてお
り、必要な調査や方
向性の調整に時間を
要することから、令
和３年度以降の目標
指標を「２週間以
内」に見直す。

市長への手
紙・メール事
業 【評価の理由】

・受理から概ね1週間以内を目標に迅速な回答に努めたが、目標値を上回
ることはできなかった。

【取組内容】
「市長への手紙・メール」
により、市民からいただい
た意見や要望などに対し、
速やかに回答し、これを可
能な限り市政に反映させま
す。

秘書課、業務
改善課

84

市長への手
紙・メールへ
の適切な対応

【目的】
市民の思いや考え方を市政
に取り入れ、仕事の見直し
や政策形成に反映するた
め、市民の意見を伺う機会
を拡充します。また、市民
の意見や要望などに対し、
スピード感を持って確実な
フォローを行います。

・「市長への要望等
の対応に係る事務処
理要領」に基づき、
受理から回答まで原
則1週間以内を目途に
回答
・寄せられた意見、
要望等については、
可能な限り市政運営
に反映（受理件数３
６４件（手紙２３２
件、メール１３２
件））

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

市長への手紙・メールの1週間以内の回答率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （１）市政への参画の促進

事　　業 　③　審議会などへの市民の登用

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 31 34 37 40 40

実績 30.7 31.2 29.2 29.5 31.1

【取組内容】
市が設置する審議会や協議
会などの委員に、若手や女
性の登用を推進します。総務課

事業の改善点・
今後の取組内容等

85

審議会などへ
の若手や女性
委員の登用

【目的】
市の施策や計画づくりなど
への市民の参画を促すた
め、審議会や協議会の委員
の公募を進めるとともに、
若手や女性の登用を進めま
す。

・「審議会等の設置
及び運営に関する指
針」に基づき、幅広
い年齢層の意見を反
映できるように配慮
するとともに、審議
会等の委員における
男女の構成比につい
て、男女のいずれか
一方の数が委員総数
の3割未満とならない
ように努め、若手及
び女性の委員の登用
を推進

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

審議会等委員のうち女性の割合 ・引き続き若手及び
女性の委員の登用を
推進する。

情報公開・個
人情報保護事
業 【評価の理由】

・前年度を上回る実績値ではあったが、目標値の80%に達していないた
め、本評価とした。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

-54-



「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （２）市民と行政の協働の推進

事　　業 　①　パートナーシップの構築

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 回 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 22 22 22 22 22

実績 25 25 25 25 25

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 6 6 7 7 7

実績 8 11 17 13 10

・テーマに基づく学
生による情報収集・
実践活動を通して、
学生の地域社会との
関りや関心を深める
とともに、若者の柔
軟なアイデアを市政
に反映させ、住みよ
い活力あるまちづく
りに生かしていく。

産・学・官連
携推進事業

【取組内容】
地元大学との包括連携に関する
協定に基づいて、幅広い連携を
図りながら、官学連携による事
業を推進します。

【評価の理由】
・平成国際大学との包括連携に関する協定に基づいた幅広い分野での連携
により、事業を円滑かつ効果的に推進することができた。政策調整課

【取組内容】
自治協力団体の果たしている役
割は大きく、広報紙などの配布
やごみの集積所の管理など、地
域住民の共益活動を通して、市
民に最も身近なコミュニティの
場を確保する“地域自治”が行
われ、さらには協働によるまち
づくりを進める上での重要な
パートナーとしての役割を担っ
ています。このようなことか
ら、各自治協力団体との連絡を
緊密にするとともに、自治協力
団体間及び市との連絡調整機関
である自治協力団体連合会との
連携を強化します。

【評価の理由】
・連絡協議会や自治協力団体要望、連合会役員会等を予想通りに開催し、
自治協力団体と市との連絡調整を細やかに実施することができたため。

市民協働推進
課

87

大学との連携 【目的】
加須市の特性を生かした活力あ
る豊かな地域社会を実現するた
め、協働のまちづくりへのパー
トナーシップを構築します。

・大学ゼミを活用
し、テーマに基づく
学生による情報収集
活動を通した課題解
決プログラムの実施
・子ども大学かぞに
おいて連携・協力

１
・
目
標
を
達
成

官学連携による事業を実施した事務事業数

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

86

自治協力団体
との連携

【目的】
加須市の特性を生かした活力あ
る豊かな地域社会を実現するた
め、協働のまちづくりへのパー
トナーシップを構築します。

・自治協力団体の運
営補助や集会所の運
営及び修繕、借地借
上料等に対する補助
金の交付
・連絡協議会や自治
協力団体要望事項の
聞き取りなどの実施
自治協力団体連合会
の運営の支援及び自
治協力団体相互の連
携・協力

１
・
目
標
を
達
成

自治協力団体要望、連絡協議会及び役員会などの会議開催回数 ・自治協力団体への
加入率の低下を防ぐ
ため、各自治協力団
体との連携により加
入を促進できるよう
な取組を検討する。

・自治協力団
体活動促進事
業

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （２）市民と行政の協働の推進

事　　業 　②　節電社会の構築

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （万kwh）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 124以下 124以下 124以下 124以下 124以下

実績 119 117 113 115 123

【取組内容】
「加須市節電行動プラン」
を推進することにより、
「節電社会」の構築に努め
ます。

環境政策課

事業の改善点・
今後の取組内容等

88

加須市節電行
動プランの推
進

【目的】
長期化する電力不足に対応
し、「加須市節電行動プラ
ン」に基づき、市役所自ら
が率先して節電と発電に取
り組むとともに、市民・事
業者の節電と発電に係る行
動を促進します。

・公共施設のエネル
ギー使用記録の活用
・グリーンカーテン
の設置促進

１
・
目
標
を
達
成

市庁舎年間消費電力量を基準年度（H26年度）以下に削減 ・今後も各公共施設
及び各課に節電を働
きかける。

節電行動プラ
ン進行管理事
業 【評価の理由】

・全庁を挙げて、節電行動プランに基づき、取り組むことができたため。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （２）市民と行政の協働の推進

事　　業 　③　地域課題解決への連携

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 戸 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 2 4 6 8 10

実績 0 0 0 0 3

指標(単位) （ 戸 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 80 160 240 320 400

実績 85 150 173 212 222

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 96 96 96 96 ー

・ICT機器を活用した
学力向上の取組を実
施する。
・学力向上に向けた
各問題集（①ひとり
学びノート、②加須
市こいのぼり問題
集、③加須市チャレ
ンジシート、④コバ
トン問題集、⑤復習
シート等）を各学校
各教室内で、個に応
じて有効的な活用が
できるよう指導す
る。

学力アップ事
業の推進

【取組内容】
埼玉県学力・学習状況調査の県
平均を上回ることを基準に、中
学生を対象とした学力アップ教
室を各地域（加須地域２会場、
騎西・北川辺・大利根各地域１
会場）において開催し、指導者
に地域人材等を活用する地域一
体での学力向上を目指します。

【評価の理由】
・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症に伴う臨時休校があり、授業
時数確保のため、埼玉県学力・学習状況調査が未実施であった。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、加須まなびTimeは４ヶ月
間程度の実施にとどまった。

学校教育課

【取組内容】
管理不全な空家の所有者や管理
者に指導及び助言等を行うとと
もに、関係機関と締結した「自
治協力団体への加入促進、ごみ
の分別及び空家対策に関する協
定」に基づき、地域と連携した
対策に取り組みます。また、空
家等が放置され、管理不全な状
態となることを防止するため
に、空家バンク制度等により、
空家の活用を促進します。

問題のある空家の累計改善数

交通防犯課 【評価の理由】
・空家バンクについては、これまでの取組による効果の現われにより、通算物件登録件数7
件（前年度比+5）、通算利用登録者数22件（前年度比+19）となっており、交渉申込数も
7件（前年度比+6）と大きく増えるとともに、3件成約に至った。
・問題のある空家については、所有者等に対し指導等を行うなどし、年度により変動はある
が着実に取壊しも含め改善等は図られている。しかし、空家等になった経緯や要因など様々
であり、解決等に時間がかかる物件もある。

90

学力アップ事
業の推進

【目的】
市民のニーズや地域課題などが
多様化し、増加傾向にある中、
これらに的確に対応するため、
関係機関が連携し、一丸となり
ます。

・学力向上を図るための
非常勤講師の配置
・中学生学力アップ教室
「加須まなびTime」の
実施

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

県平均正答率に対する市平均正答率の割合

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等

89

空家の対策・
活用

【目的】
市民のニーズや地域課題などが
多様化し、増加傾向にある中、
これらに的確に対応するため、
関係機関が連携し、一丸となり
ます。

・自治協力団体と連携
し、空家等の実態調査を
実施し、空家の可能性が
ある物件や空家の状況把
握を行った。
・管理不全な空家の所有
者等に対し指導等を行っ
た。併せて、管理不全状
態にならないよう適切な
管理の必要性を認識して
もらうための啓発や情報
提供を行った。
・空家の利活用を考えて
いる所有者等に対し、空
家バンクの周知を行うと
ともに、物件を探してい
る方への情報提供を行う
など、協力団体と連携し
運営を行った。

４
・
大
幅
に
遅
れ
て
い
る

空家バンク累計契約件数 引き続き
・自治協力団体と連
携して空家等の実態
調査を行うなど、適
正な管理を促進する
とともに、管理不全
な空家等の発生抑制
を図る。
・空家バンクによる
空家の活用促進を図
る。

・空家等実態
調査把握事業
・空家等解消
対策事業

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

-57-



「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （２）市民と行政の協働の推進

事　　業 　③　地域課題解決への連携

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 100 100

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 100 100

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 34 34 34 34 34

実績 34 34 34 34 35

１
・
目
標
を
達
成

水防協力員の配置が適切に行われた率 ・引き続き、より有
効的な水防協力員の
適正配置に努める。

溢水時緊急対
策事業

水防協力員の人数

【取組内容】
水防協力員とともに、溢水
等による二次的被害の軽減
を図ります。治水課

【評価の理由】
・道路冠水や家屋の浸水被害が多発する地区について水防協力員を配置
し、被害の軽減を図ることができた。

【取組内容】
生活道路の舗装穴埋めや砂
利敷きなどの簡易な維持管
理について、市から原材料
を提供し、地域市民ととも
に整備します。

道路課

92

水防協力員の
適正配置

【目的】
市民のニーズや地域課題な
どが多様化し、増加傾向に
ある中、これらに的確に対
応するため、関係機関が連
携し、一丸となります。

・市の水防班と協働
による道路冠水の報
告、バリケードの設
置（9月のゲリラ豪
雨）

事業の改善点・
今後の取組内容等

91

地域における
簡易整備など
の実施

【目的】
市民のニーズや地域課題な
どが多様化し、増加傾向に
ある中、これらに的確に対
応するため、関係機関が連
携し、一丸となります。

・資材の提供
・市の支援内容の紹
介

１
・
目
標
を
達
成

簡易舗装などを行った自治協力団体への支援率 ・引き続き、ＰＲや
支援を行っていく。

道路維持管理
事業

【評価の理由】
・自治協力団体への資材の提供など、全て対応した。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （２）市民と行政の協働の推進

事　　業 　③　地域課題解決への連携

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 4 4 4 4 4

実績 6 2 2 2 2

・引き続き用地の提
供を受けながら事業
を遂行していく。

生活道路新設
改良事業

【評価の理由】
・目標としていた４件について、整備完了は2件であったため、目標を達
成することが出来なかったが、残り6件（6路線）について事業を継続し
て実施しており、地域と連携しながら整備を行っている。
・整備の完成した路線
　市道１３１４号線（上樋遣川）、市道大３１１６号線（北大桑）

【取組内容】
自治協力団体等からの生活
道路の整備要望に基づき、
用地が必要とされる事業に
おいては、財産権に抵触し
ない範囲で、実費に掛る土
地改良区決済金相当額を定
額単価とし、隣接地権者の
積極的な用地協力をいただ
き整備に努めます。

道路課

93

生活道路整備
に関わる積極
的な用地提供

【目的】
市民のニーズや地域課題な
どが多様化し、増加傾向に
ある中、これらに的確に対
応するため、関係機関が連
携し、一丸となります。

・８路線に事業を展
開（うち2路線完成）

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

整備路線数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （３）家族・地域の絆づくりの推進

事　　業 　①　協働推進プロジェクトの推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 95 98 97 96 95

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 100 100 100 100 100

実績 94 84 87 83 77

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

地域の方にあいさつできる児童生徒の割合 ・新型コロナ感染予
防対策を行ったうえ
で、各園・各校に実
態に応じてあいさつ
の活性化に向けた取
組を実施していく。
・市役所・各総合支
所においては、あい
さつ啓発ポスターを
掲示し、来庁者に啓
発のためのポケット
ティッシュの配布を
行う。

あいさつふれ
あい推進運動

【評価の理由】
・今年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、各学校の実態
に応じてあいさつ運動を行った。
・「駅での街頭キャンペーン」など強化期間の取組は実施できなかった。

【取組内容】
学校・家庭・地域・行政機
関が一体となった、市を挙
げたあいさつ運動を展開し
ます。学校教育課

【取組内容】
市民一人ひとりが、あいさ
つ、えがお、おもいやりの
基本運動を実践し、市に関
わりのあるすべての団体
が、絆マーク・文言・冠の
活用を図り、絆運動を展開
します。

市民協働推進
課

95

あいさつ運動
の推進

【目的】
家族・地域の絆推進運動を
展開します。また、行政、
学校及び地域が一体となっ
た市を挙げたあいさつ運動
を推進します。

・市立幼稚園、小・
中学校が学校や地域
の実態に応じて、あ
いさつ運動を行っ
た。
・例年行っている
「駅での街頭キャン
ペーン」などのあい
さつ強化期間の取組
については、新型コ
ロナウイルス感染拡
大防止の観点から中
止とした。市役所・
各総合支所において
は、あいさつ啓発ポ
スターを掲示し、来
庁者に啓発のための
ポケットティッシュ
の配布を行った。

事業の改善点・
今後の取組内容等

94

家族・地域の
絆推進運動の
展開

【目的】
家族・地域の絆推進運動を
展開します。また、行政、
学校及び地域が一体となっ
た市を挙げたあいさつ運動
を推進します。

・家族・地域の絆推
進運動推進推進部会
の開催
・ポスターの募集
・アンケート調査の
実 ２

・
概
ね
達
成

絆マークを見たり、活用したりした市民の割合 ・絆事業表彰の対象
要件や選出方法など
をより分かりやすく
し、部会の円滑な運
営に努める。
・ポスターコンクー
ル等入賞作品のより
多様な活用方法を検
討する。
・より一層の全市的
な運動の展開につな
がるよう、アンケー
ト結果などをもとに
事業の見直しを図
る。

家族・地域の
絆推進運動事
業 【評価の理由】

・新型コロナウイルス感染症の影響により、表彰式等は中止となったが、
絆ポスターの募集や掲示等を行ったことにより、可能な範囲で市民に家族
や地域の絆の大切さを訴えることができたため。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （３）家族・地域の絆づくりの推進

事　　業 　②　家庭・地域活動への参加促進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 84.9 85.1 85.3 85.5 85.7

実績 83.2 82.3 81.3 80.0 79.0

・自治会加入率の低
い地域において、重
点的に対策を取る必
要がある。

【取組内容】
自治協力団体とともに「自治協
力団体加入促進マニュアル」を
活用し、市民に積極的に自治協
力団体への加入を働きかけると
ともに、関係機関と締結した
「自治協力団体への加入促進、
ごみの分別及び空家対策に関す
る協定」に基づき、アパート入
居者等を中心とした加入促進を
行います。また、加入しやすい
自治協力団体ともなるように、
「自治協力団体運営マニュア
ル」を活用し、自治協力団体の
運営が誰にも分かり易く、透明
性があり、安定的に行われるよ
う組織の活性化を支援します。

【評価の理由】
・自治協力団体及び市による啓発等を行っているが、加入率が減少してい
るため。自治協力団体

加入促進事業

市民協働推進
課

96

自治協力団体
加入促進・組
織活性化の支
援

【目的】
様々な機会を通じて市民へ
の広報啓発を行い、市民の
家庭や地域活動への参加を
促進します。

・自治協力団体加入
促進マニュアルを活
用した加入促進の実
施
・転入者へのチラシ
やポスター等を使用
した加入啓発の実施
・自治会活動の内容
を周知するために広
報紙に掲載

３
・
や
や
遅
れ
て
い
る

自治協力団体加入率

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （３）家族・地域の絆づくりの推進

事　　業 　②　家庭・地域活動への参加促進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 3,850 3,900 3,950 4,000 4,050

実績 2,985 3,189 4,144 3,875 0

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 11,750 11,900 12,050 12,200 12,350

実績 10,191 11,314 12,062 12,016 0

【取組内容】
市民誰もが参加しやすく交
流が図られるような講座な
どを行い、家庭教育への参
加や地域活動への参加を促
します。生涯学習課 【評価の理由】

・生涯学習を推進するため、市民ボランティア（市民企画委員「アシスト
かぞ」）と協働で、生涯学習課主催又は共催のセミナーとして65講座を
企画したが、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、中止としたため。

事業の改善点・
今後の取組内容等

97

生涯学習機会
の提供

【目的】
様々な機会を通じて市民へ
の広報啓発を行い、市民の
家庭や地域活動への参加を
促進します。

・市民学習カレッジ
セミナーの企画
・加須市生涯学習市
民企画委員会の開催
・市民学習カレッジ
募集号（ライフス
テージ）の発行

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

市民学習カレッジ延べ受講者数 ・市民企画委員「ア
シストかぞ」や協働
によりバラエティ豊
かなセミナー（講
座）を実施（企画・
運営）するだけでな
く、市民のニーズに
合ったセミナー（講
座）が実施できるよ
う情報収集を行うこ
とで、更なる講座の
質の向上を図ってい
く。

市民学習カ
レッジ事業ほ
か

公民館や文化・学習センターでの講座の延べ受講者数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （３）家族・地域の絆づくりの推進

事　　業 　③　地域の一体化の促進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （団体）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 230 230 230 230 230

実績 266 269 270 276 0

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 47,000 47,000 47,000 47,000 47,000

実績 40,306 41,600 40,885 35,350 800

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

商店街賑わい創出イベント集客数 ・各商店会が実施す
る独自のイベントや
事業への支援を行
い、商店街への賑わ
いの創出を図る。

にぎわう商店
街推進事業

【評価の理由】
・新型コロナウイルス感染症の影響により、各商店会が実施するイベント
等が軒並み中止となったことから、実績値が目標値を大きく下回った。【取組内容】

商店街や地域商店に活気や
賑わいを創出する事業の支
援を図ります。産業振興課

【取組内容】
各地域などで行われる市民
まつり等において、多くの
市民が参加し地域交流が図
れるよう、財政的支援や情
報提供などを行います。

観光振興課

99

商店街や地域
商店の賑わい
づくりの支援

【目的】
各地域の市民まつりを継
承、支援するなどして、地
域の一体化を図ります。

・各商店会が実施す
る独自のイベントや
事業への支援

事業の改善点・
今後の取組内容等

98

市民まつりな
どの支援

【目的】
各地域の市民まつりを継
承、支援するなどして、地
域の一体化を図ります。

新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り、各４地域の実行
委員会により検討さ
れ、全地域が中止と
なった。

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

市民まつり参加申込み団体数（４地域） ・各地域の特色を生か
しながら事業内容の充
実を図る　とともに、
地域間交流及び各種団
体相互の交流を促進さ
せ、コミュニティ醸成
の寄与に努める。
・各地域の市民まつり
の事前準備及び当日の
運営につ　いては、で
きるだけ多くの市民や
団体の参画を得ながら
実施する。
・新型コロナウイルス
感染症対策を講じて開
催する。

市民まつり開
催事業

【評価の理由】
・新型コロナウイルス感染症の影響により、各４地域の実行委員会により
検討され、全地域が中止となったため。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由
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「協働力」の向上
基本目標　 6　市民と行政が共に進めるまちづくり

施　　策　 （３）家族・地域の絆づくりの推進

事　　業 　③　地域の一体化の促進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 200 250 見直し － －

実績 214 255 廃止 ー ー

指標(単位) （ 人 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 516 516 516 516 516

実績 396 411 501 543 0

加須市郷土カルタ大会の参加者数 ・大会開催方法の見
直しを図る。
・本来の目的を再確
認し、加須市郷土か
るたの有効活用方法
を各小学校と連携を
図る。

伝統文化継承
支援事業

【評価の理由】
・大会開催へ向けて準備を進めてきたが、新型コロナウイルス感染症拡大
防止の観点から会場内での感染防止対策が厳しいと判断し、大会を中止し
たため。

【取組内容】
「郷土カルタ」を活用し、
伝統・文化・歴史に触れな
がら、郷土への誇りと愛着
を深めます。

生涯学習課

・効果のある別事業
を検討していく。

加須市ＰＲ・
営業推進事業

【評価の理由】
・申込者の半数以上が2回目以降の受験で、市外からの申し込みも減少し
ており、事業目的に見合った効果が見込めないため、30年度より廃止と
した。

【取組内容】
地域の活性化を図るため、
「ご当地検定」を実施し、
市の魅力を市内外に発信し
ます。

シティプロ
モーション課

101

郷土カルタ大
会の充実

【目的】
各地域の市民まつりを継
承、支援するなどして、地
域の一体化を図ります。

・大会開催へ向け
て、関係者からの意
見集約をとった結
果、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止
の観点から、会場内
での感染防止対策が
厳しいと判断し、中
止とした。

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

100

ご当地検定の
推進

【目的】
各地域の市民まつりを継
承、支援するなどして、地
域の一体化を図ります。

・30年度より廃止

ー

「ご当地検定」合格者数の累計

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 7　市民と行政の情報共有の推進

施　　策　 （１）情報公開の推進

事　　業 　①　市長の仕事の公表

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 公開 公開 公開 公開 公開

実績 公開 公開 公開 公開 公開

指標(単位) （ 回 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 12 12 12 12 12

実績 12 12 12 12 12

指標(単位) （ 　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 公開 公開 公開 公開 公開

実績 公開 公開 公開 公開 公開

指標(単位) （ 回 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 12 12 12 12 12

実績 12 12 12 12 12

・引き続き、市長の
行動日誌を市ホーム
ページで公開してい
く。

秘書事務事業

公表回数

【取組内容】
市長の行動日誌を市ホーム
ページで公開します。

秘書課

【評価の理由】
・市長の行動日誌を市ホームページで毎月の期日までに公開できた。

103

市長の行動日
誌の公開

【目的】
開かれた市政を推進し、市
民の市政への信頼をより高
めるため、市長交際費の執
行内容や市長の行動日誌を
公表します。

・毎月１０日までに
前月分の市長の行動
日誌をホームページ
で公開

１
・
目
標
を
達
成

行動日誌の公開

・引き続き、市長交
際費の支出内容を市
ホームページで公開
していく。

秘書事務事業

公表回数

【取組内容】
市長交際費の支出内容を市
ホームページで公開しま
す。秘書課

【評価の理由】
・市長交際費の支出内容を市ホームページで毎月の期日までに公開でき
た。

102

市長交際費の
公開

【目的】
開かれた市政を推進し、市
民の市政への信頼をより高
めるため、市長交際費の執
行内容や市長の行動日誌を
公表します。

・毎月１０日までに
前月分の市長交際費
の支出内容を市ホー
ムページで公開

１
・
目
標
を
達
成

市長交際費の公開

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 7　市民と行政の情報共有の推進

施　　策　 （１）情報公開の推進

事　　業 　②　市政の進捗状況の公表

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 公表 公表 公表 公表 公表

実績 公表 公表 公表 公表 公表

指標(単位) （ 回 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 1 1 1 1 1

実績 1 1 1 1 1

指標(単位) （ 　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 公表 公表 公表 公表 公表

実績 公表 公表 公表 公表 公表

指標(単位) （ 回 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 1 1 1 1 1

実績 1 1 1 1 1

・引き続き、市長公
約の進捗状況を市広
報紙等で公開してい
く。

秘書事務事業

公表回数

【取組内容】
市長公約に掲げた事項の進
捗状況を、市ホームページ
などで定期的にお知らせし
ます。

秘書課

【評価の理由】
・各年度の市長公約の進捗状況を市広報紙等で公開できた。

105

市長公約の進
捗状況の公表

【目的】
市の仕事の方向性や進み具
合を市民にわかりやすくす
るため、市政の進捗状況に
ついて公表します。

・市長公約（政策公
約と市役所運営のポ
イント）の進捗状況
を市広報紙等で公表

１
・
目
標
を
達
成

進捗状況の公表

・引き続き事務事業
の進捗状況を市ホー
ムページ等で公開す
る。

総合振興計画
進行管理事業

公表回数

【取組内容】
総合振興計画に掲げた事項
の進捗状況を、市ホーム
ページなどで定期的にお知
らせします。

【評価の理由】
・市内の公共的団体等の代表者等で構成される有識者会議において、総合
振興計画後期基本計画の実施状況について確認することで、第２次総合振
興計画の策定につなげることができた。

政策調整課

104

総合振興計画
の進捗状況の
公表

【目的】
市の仕事の方向性や進み具
合を市民にわかりやすくす
るため、市政の進捗状況に
ついて公表します。

・市内の公共的団体
等の代表者で構成さ
れる審議会（計画策
定年度であったた
め、懇話会に代えて
計画策定の有識者会
議を開催）におい
て、事務偉業の進捗
状況について報告。
・総合振興計画に位
置付けた事務事業の
進捗状況について、
広報紙に掲載

１
・
目
標
を
達
成

進捗状況の公表

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 7　市民と行政の情報共有の推進

施　　策　 （１）情報公開の推進

事　　業 　③　財政事情の公表

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 4,000 4,100 4,200 4,300 4,400

実績 4,181 5,228 5,474 7,144 11,839

引き続き市の予算、
決算をはじめ市の財
政状況等について、
広報紙への掲載、
ホームページ上で公
開をしていく。財政管理事業

【評価の理由】
・補正予算や財務諸表の情報などは、適宜広報紙への掲載およびホーム
ページ上での公開をすることができた。令和2年度より、補正予算案につ
いて議会に提出した時点でホームページ上に掲載することにした。さらに
コロナ対策関連補正予算の増加に伴い、アクセス数が伸びたと思われる。
〔主な公表の媒体等〕
・Ｒ２年度当初予算　市報かぞ４月号、ホームページ
・Ｒ２年度補正予算（６月、8月、９月、１２月、３月）
　市報かぞ８月号、９月号、１１月号、１月号、４月号、ホームページ
・R2年度上半期財政事情
　市報かぞ１２月号
・R１年度の財政事情
　市報かぞ６月号
・R1年度決算
　市報かぞ１１月号、ホームページ（行政報告書）
・R1年度財務諸表
　市報かぞ４月号、ホームページ

【取組内容】
予算・決算の概要などにつ
いて、見出しの工夫や説明
の平易化、経年変化をグラ
フを用いて掲載するなど、
わかりやすく公表します。

財政課
106

予算、決算な
どのわかりや
すい公表

【目的】
市民に市の財政についての
理解をより深めていただく
ため、これまで以上に予算
や決算などのわかりやすい
公表に努めます。

・予算、決算の概要
などについて表やグ
ラフを用い、また、
こいのぼりマンのイ
ラストコメントを活
用し市民に分り易く
なるよう公表
・新地方公会計制度
に基づく統一的な基
準で財務書類4表を作
成、公表
・令和２年度から、
補正予算案につい
て、議会提出後に
ホームページ上に掲
載するよう取り組ん
だ。

１
・
目
標
を
達
成

予算・決算に係るホームページの年間閲覧件数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 7　市民と行政の情報共有の推進

施　　策　 （１）情報公開の推進

事　　業 　④　会議の公開の推進

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 80 85 90 95 100

実績 92.7 94.6 94.6 97.8 97.8

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 60 65 70 75 80

実績 62.4 77.5 85.8 60.9 96.2

会議終了後20日以内に議事録を公表（閲覧場所に配
置）した実施率（指針等により会議録を非公表とする
会議を除く。）

（ ％ ）
・引き続き会議録の
公表が速やかに行わ
れるよう周知徹底を
し、実施率が目標値
を上回るよう適正な
取組を促す。情報公開・個

人情報保護事
業

【取組内容】
市政の透明性を確保するた
め、「審議会等の会議の公
開及び会議録の公表に関す
る要綱」に基づき、会議の
公開を推進していきます。

【評価の理由】
・実績値が、第２次行政経営プランの対象年度の中で最高値になり、目標
値を大きく上回ったため、本評価とした。
・実施率：96.2％（会議終了後20日以内に会議録を公表した件数301件
／会議開催件数313件）
・令和2年7月から議事録作成支援システムを導入し（業務改善課）、各
課が議事録作成に当システムを活用することにより、議事録の速やかな公
表と業務の効率化が図られた。

総務課

情報公開・個
人情報保護事
業

【取組内容】
市政の透明性を確保するた
め、「審議会等の会議の公
開及び会議録の公表に関す
る要綱」に基づき、会議の
公開を推進していきます。

【評価の理由】
・目標値には及ぼなかったが、昨年と同程度の実施率であり、目標値の
80%以上に達しているため、本評価とした。
・実施率：97.8％（会議開催日の7日前までに開催案内を公開した件数
306件／会議開催件数313件）

総務課

108

議事録などの
公表の推進

【目的】
開かれた市政を推進するた
め、審議会などの会議の公
開を推進するとともに、会
議運営の透明性や公正性の
確保に努めます。

・各課によるホーム
ページへの会議録の
掲載
・総務課による情報
公開コーナーへの会
議録の配置 １

・
目
標
を
達
成

指標(単位)

事業の改善点・
今後の取組内容等

107

審議会などの
公開の推進

【目的】
開かれた市政を推進するた
め、審議会などの会議の公
開を推進するとともに、会
議運営の透明性や公正性の
確保に努めます。

・審議会等の会議の
開催案内の事前公開
の周知徹底
・各課によるホーム
ページへの開催案内
の掲載
・総務課による掲示
場への開催案内の掲
示

２
・
概
ね
達
成

指標(単位)

開催案内の事前（開催日7日前に掲示場に掲示）公開
実施率（指針等により非公開とする会議及び緊急に開
催が決定された会議を除く。）

（ ％ ）
・引き続き開催案内
の事前公開が徹底さ
れるよう働きかけ、
実施率の維持向上を
図る。

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

-68-



「協働力」の向上
基本目標　 7　市民と行政の情報共有の推進

施　　策　 （２）広報活動の充実

事　　業 　①　わかりやすい広報

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 660 680 700 700 700

実績 834 3,520 5,719 649 1,056

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 80 － 80 －

実績 － 78.5 － 80.8 ー

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － 85 － 85 －

実績 － 80.4 － 83.0 ー

指標(単位) （ 回 ）

年度 ２８年度 ２9年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 2 2 2 2 2

実績 1 1 1 1 1

窓口対応等実態調査における「身だしなみ・言葉遣い」につ
いての満足度の割合

窓口サービス
改善事業

窓口対応等実態調査における「説明の分かりやすさ」につい
ての満足度の割合

【取組内容】
窓口や電話、公用文などに
おいて、無意識のうちに専
門的な行政用語を使用して
いる場合があるため、「役
所ことば改善の手引き」に
基づき、よりわかりやすい
言葉への言い換えを推進し
ます。

業務改善課 手引きを活用した研修回数

・市民に最新情報を
提供するため、引き
続き、ホームページ
のタイムリーな更新
に努める。
・市民との協働によ
るまちづくりを推進
するため、市民だよ
りページの活用促進
を図る。

ホームページ
等・SNS活用
事業 【評価の理由】

・ホームページの月平均更新件数が、目標値に達しているため達成とし
た。

※29･30年度については、ホームページのリニューアル及びアプリの新
規導入に伴う更新を含む。

【取組内容】
市民に最新情報を提供する
ために、ホームページの更
新をタイムリーに行うとと
もに、イベントカレンダー
や絆時計などを充実させ、
市民に分かりやすく親しみ
やすいホームページ作成に
取り組みます。

シティプロ
モーション課

110

“役所こと
ば”の改善
※再掲
（№１２）

【目的】
市が発行する広報紙や各種のお
知らせなどについて、情報の受
け手である市民の立場に立っ
て、表現内容やレイアウトを工
夫するなど、わかりやすさの向
上に努めます。

109

ホームページ
の充実

【目的】
市が発行する広報紙や各種のお
知らせなどについて、情報の受
け手である市民の立場に立っ
て、表現内容やレイアウトを工
夫するなど、わかりやすさの向
上に努めます。

・ホームページの更
新の積極的な実施
・「魅力発信かぞ」
の定期的な更新

１
・
目
標
を
達
成

市のホームページの月平均更新件数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 7　市民と行政の情報共有の推進

施　　策　 （２）広報活動の充実

事　　業 　②　多様な広報媒体の活用

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ ％ ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 13 14 15 16 17

実績 12 12.6 13.3 14.3 15.9

指標(単位) （ 　 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 活用 活用 活用 活用 活用

実績 活用 活用 活用 活用 活用

公共施設等における広報スペースへの行政情報等の掲載 ・引き続き、効果的
な行政情報やイベン
ト情報などの情報発
信を行っていく。

加須市ＰＲ・
営業推進事業

【評価の理由】
・広報スペースを有効活用し、行政情報やイベント情報などの提供が図れ
たため。
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、各公共施設での写真
展示を控えた。

【取組内容】
庁舎や公共施設、待合ロ
ビーなどの広報スペースを
有効活用し、行政情報やイ
ベント情報などを掲載しま
す。

シティプロ
モーション課

かぞホッと
メール配信事
業

【取組内容】
「かぞホっとメール」によ
り、安全安心情報、イベン
ト情報、子育て情報、就業
支援情報及び学校配信情報
などを、登録者の携帯電話
などに配信します。

交通防犯課

112

公共施設等で
の広報スペー
スの活用

【目的】
市ホームページやメール配
信の内容の充実を図るとと
もに、庁舎や公共施設の壁
面を活用するなど、多様な
広報媒体の活用を進めま
す。

・広報掲示板の活用

２
・
概
ね
達
成

111

メール配信の
充実
※再掲
（№１１）

【目的】
行政サービスを必要とする
方が、必要なサービスを確
実に利用できるように、市
民への情報提供の充実を図
ります。

市人口に対する「かぞホっとメール」登録者の割合

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 7　市民と行政の情報共有の推進

施　　策　 （２）広報活動の充実

事　　業 　③　市の魅力の発信強化

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 45 46 47 48 50

実績 47 46 50 52 54

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 400 420 440 450 450

実績 498 471 500 505 570

「加須市」が新聞・テレビ等で報道・放映された件数 ・マスメディアによ
るＰＲは効果的であ
るため、引き続き積
極的なパブリシティ
を行う。

加須市ＰＲ・
営業推進事業

【評価の理由】
・「加須市」が新聞・テレビなどで報道・放映された件数が、目標を達成
したため。【取組内容】

新聞やテレビなどの報道機
関を通じた情報発信を推進
するとともに、業界紙や専
門誌へのニュースリリース
も行い、市を積極的にＰＲ
します。

シティプロ
モーション課

・シティプロモー
ション方針に設定さ
れたターゲット（30
代の県内女性）への
より効果的な情報発
信を実施していく。加須市ＰＲ・

営業推進事業
【評価の理由】
・ホームページへの「魅力発信かぞ」への掲載件数が、目標を達成したた
め。【取組内容】

「加須市ＰＲ営業本部会
議」を開催し、新たなＰＲ
方策を検討するとともに、
市の魅力やアピールポイン
トなどを積極的に情報発信
し、市のＰＲ活動を推進し
ます。

シティプロ
モーション課

114

パブリシティ
の推進

【目的】
シティセールスやパブリシティ
を推進するなどして、市の魅力
を市内外に積極的に発信し、市
民の「加須市」への愛着や誇り
といったアイデンティティの醸
成を図ります。

・パブリシティ（報
道機関への情報提
供）の実施

１
・
目
標
を
達
成

113

シティセール
スの推進

【目的】
シティセールスやパブリシティ
を推進するなどして、市の魅力
を市内外に積極的に発信し、市
民の「加須市」への愛着や誇り
といったアイデンティティの醸
成を図ります。

・加須市ＰＲ営業本
部委員の委嘱：
R3.1.1
・ホームページへの
「魅力発信かぞ」の
掲載
・菖蒲PAでのリーフ
レット設置
・ＰＲ用品（ガイド
マップ、名刺台紙）
の作製

１
・
目
標
を
達
成

「魅力発信かぞ」への掲載件数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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「協働力」の向上
基本目標　 7　市民と行政の情報共有の推進

施　　策　 （２）広報活動の充実

事　　業 　③　市の魅力の発信強化

【評価】は６段階評価（１目標を達成、２概ね達成、３やや遅れている、４大幅に遅れている、５未着手、６コロナによる影響）

取 組 項 目

事務事業名

所　管　課

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 135 140 145 150 150

実績 158 158 243 240 86

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度
２年度

（決算）

目標 － － － 75 80

実績 － － － 70 41

指標(単位) （ 件 ）

年度 ２８年度 ２９年度
３０年度
（決算）

令和元年度
２年度

（決算）

目標 16 19 22 25 28

実績 7 12 12 15 10

情報提供件数 ・市内ロケーション
に関する情報提供を
行い、撮影の支援を
行い、誘致に努め
る。

フィルムコ
ミッション事
業 撮影件数

【取組内容】
映像制作会社が行うロケー
ション撮影を誘致し、撮影
に関する支援を行います。シティプロ

モーション課
【評価の理由】
・新型コロナウイルス感染症の影響により、映像制作会社のロケーション
撮影が減少し、撮影実績も大幅に減少したため。

・広報紙などに市民
カメラマンが撮影し
た写真を引き続き積
極的に活用し、市民
との協働によるまち
づくりを推進する。市民カメラマ

ン事業
【評価の理由】
・新型コロナウイルス感染症の影響によるイベント等の中止や、市民カメ
ラマンの感染リスクに配慮し取材協力を控えたことにより、活用機会が減
少したため。

【取組内容】
広報紙発行に当たり、市民
カメラマンが撮影した写真
を積極的に活用し、市民と
の協働によるまちづくりに
つなげます。

シティプロ
モーション課

116

フィルムコ
ミッション事
業の推進

【目的】
シティセールスやパブリシティ
を推進するなどして、市の魅力
を市内外に積極的に発信し、市
民の「加須市」への愛着や誇り
といったアイデンティティの醸
成を図ります。

・市内のロケーショ
ンに関する情報提供
・撮影相談および撮
影に係わる連絡調整

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

115

市民カメラマ
ンとの連携

【目的】
シティセールスやパブリシティ
を推進するなどして、市の魅力
を市内外に積極的に発信し、市
民の「加須市」への愛着や誇り
といったアイデンティティの醸
成を図ります。

・市民カメラマンが
撮影した写真の活用

６
・
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響

広報紙やホームページに掲載した写真の件数

No
事業の目的
取 組 内 容

（決算）年度の
取組内容

評
価

成果・目標指標
評価の理由

事業の改善点・
今後の取組内容等
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